（別記）
第１号様式（第４条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
                            年度農業農村整備事業補助金交付申請書
  下記のとおり標記補助金の交付を受けたいので、岐阜県補助金等交付規則第４条の規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１  事  業  名
２  交付申請額                        円
３  添付書類
（注１）添付書類は、補助金ごとに知事が必要と認める書類を添付すること。

第２号様式（第４条関係）
収  支  予  算  書
１  収入の部

	　区       分
	本年度予算額(Ａ)
	前年度予算額(Ｂ)
	比較(Ａ)－(Ｂ)
	備  考

	
	円


	円


	円


	

	計
	
	
	
	


２  支出の部

	　区       分
	本年度予算額(Ａ)
	前年度予算額(Ｂ)
	比較(Ａ)－(Ｂ)
	備  考

	
	円


	円


	円


	

	計
	
	
	
	


    予算議決（予定）年月日
          年    月    日
    事業完了（予定）年月日

          年　　月　　日

第２－２号様式（第５関係）
財　　産　　管　　理　　台　　帳
市町村（事業主体）名
	地区名
	地区　
	事業実施年度
	年度　
	農林水産省所管補助金名
	

	事
業
区
分
	事　　　 業　　　 の　　　 内　　　 容
	工　　　期
	経　　　費　　　の　　　配　　　分
	処理制限期間
	処 分 の 状 況
	摘
要

	
	事業種目
	事業主体
	工種構造
施設区分
	施行箇所又　　は設置場所
	事業量
	着　工
年月日
	竣　工
年月日
	総事業費
	国　庫
補助金
	県　費
	市　町
村　費
	その他
	耐用
年数
	処分制限
年 月 日
	承　認
年月日
	処分の内容
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小  計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小  計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合    計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）
１　処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。

２　処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付、担保提供等別に記入すること。

３　摘要欄には、譲渡先、交換先、貸付先、抵当権等の設定権者の名称又は補助金返還額を記入すること。

４　この様式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に替えることができる。
第３号様式（第５条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
                                                　 変更
                        年度農業農村整備事業計画   中止   承認申請書
                                                　 廃止
    　  年　　月　　日付け　　第　　号で補助金の交付決定のあった標記事業の施行につい
                     変更
ては、下記のとおり   中止   したいので、岐阜県農業農村整備事業補助金交付要綱第５条の
                     廃止
規定により、関係書類を添えて申請します。
記
１  事業名
２  実施地区名
３  変更（中止・廃止）の理由
４  添付書類
（注）添付書類は、補助金ごとに知事が必要と認める書類を添付すること。
      また、添付書類については、変更前の内容を（　）書きとすること。
第３－２号様式（第７条関係）
契約に係る指名停止等に関する申立書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　[補助事業者]　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所   在   地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代 　表 　者　　　　　　　　　　　

　当社は、貴殿発注の○○契約の入札に参加し、又は随意契約の相手方となるに当たって、当該契約の履行地域について、現在、農林水産省の機関及び岐阜県から○○契約に係る指名停止の措置等を受けていないことを申し立てます。

　　また、この申し立てが虚偽であることにより当方が不利益を被ることとなっても、異議

　　は一切申し立てません。

（注１）○○には、「工事請負」、「物品・役務」のいずれかを記載すること。

　　（注２）農林水産省の機関とは、本省内局及び外局、施設等機関、地方支分部局並びに農林水産技術会議事務局筑波産学連携支援センター（平成27年９月30日までの機関名は農林水産技術会議事務局筑波事務所という。）をいう。

　　　　　　ただし、北海道にあっては国土交通省北海道開発局、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局を含む。

　　（注３）「指名停止の措置等」の「等」は、公正取引委員会から、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律に基づく排除措置命令又は課徴金納付命令を受けた者であって、その命令の同一事案において他者が農林水産省の機関及び岐阜県から履行地域における指名停止措置を受けた場合の当該公正取引委員会からの命令をいう。

　　　　　　なお、当該命令を受けた日から、他者が受けた指名停止の期間を考慮した妥当な期間を経過した場合は、この限りでない。

第４号様式（第８条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
                                                着手
                          年度農業農村整備事業        届
                                                完了
       年　　月　　日付け　　第　　号で補助金の交付決定のあった標記事業については、
            着手
次のとおり        しましたので、報告します。
            完了
記
	事業の種類及び名称
	

	事   業   主   体
	

	着  手  年  月  日
	

	完了（予定）年月日
	

	事 業 施 行 箇 所
	

	施   行   方   法
	

	工  事  施  行  者
	

	事      業      量
	

	事      業      費
	                              円


第５号様式（第８条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    
年度農業農村整備事業遂行状況報告書
    　  年　  月　  日付け　　第　　号で交付決定のあった標記事業の　　年　　月　　日
現在における遂行状況は、下記のとおりですので、岐阜県農業農村整備事業補助金交付要綱
第８条の規定により、報告します。
記
１  事業の遂行状況
    別記第６号様式のとおり。
２  事業完了予定
          年    月    日
第６号様式（第８条関係）
事  業  等  遂  行  状  況
	地区名
	費  目
	事   業   計   画
	出      来      高
	進捗率
(B)/(A)
	備  考

	
	
	事  業  量
	事業費(A)
	事  業  量
	事業費(B)
	
	

	
	
	
	      千円

	
	      千円

	
	


（注）地区名は、事業単位ごとに記載すること。
第７号様式（第９条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    印
年度農業農村整備事業実績報告書
      年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった標記補助金について、岐阜県補
助金等交付規則第１３条の規定により、関係書類を添えてその実績を報告します。
記
１  事  業  名
２  事業実績額                        円
３  添付書類
（注）添付書類は、補助金ごとに知事が必要と認める書類を添付すること。
	発行責任者氏名
	　

	担当者氏名
	　

	連絡先（電話番号）
	　


※　押印を省略する場合に記載してください。

第８号様式（第９条関係）
補  助  金  精  算  書
	事業区分
	
	事 業 名
	
	事業細目
	

	地 区 名
	交  付  決  定
	精          算
	概算払受領額
	差引精算補助金
請    求    額

	
	事 業 費
	補 助 金
	事 業 費
	補 助 金
	
	

	
	      円

	      円

	      円

	      円

	          円

	            円



	着手年月日
	事業主体の完成検査
	完成年月日
	県   の   確   認
	備    考

	
	年 月 日
	職  氏  名
	
	年 月 日
	職  氏  名
	

	
	
	
	
	
	
	


第９号様式（第９条関係）
補  助  金  精  算  書
	区    分
	交  付  決  定
	精          算
	概算払
受領額
	差引精算補助金
請    求    額
	備考

	
	事 業 費
	補 助 金
	事 業 費
	補 助 金
	
	
	

	
	      円

	      円

	      円

	      円

	    円

	円

	


第１０号様式（第９条関係）
収  支  決  算  書
１  収入の部
	区        分
	本年度予算額(Ａ)
	本年度決算額(Ｂ)
	比較(Ａ)－(Ｂ)
	備  考

	
	              円

	              円

	              円

	

	計
	
	
	
	


２  支出の部
	区        分
	本年度予算額(Ａ)
	本年度決算額(Ｂ)
	比較(Ａ)－(Ｂ)
	備  考

	
	             円

	              円

	              円

	

	計
	
	
	
	


第１０－２号様式（第９条関係）
第　　　　号
年　　月　　日
岐阜県知事　様
市町村長名（補助事業者名）　　　　　
　　年度消費税等仕入れ控除税額報告書
　　　　　年　　月　　日付　　第　　号により交付決定通知があった農業農村整備事業補助金（　　　　事業（　　　））について、岐阜県農業農村整備事業補助金交付要綱第９条第４項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．岐阜県補助金等交付規則第１４条の補助金の額の確定額　　　　　　　　　　　円
（　　年　　月　　日付　第　　号による額の確定通知額）
２．補助金の確定時に減額した消費税等仕入れ控除税額　　　　　　　　　　　　　円
３．消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税等仕入れ控除税額
円
４．補助金返還相当額（３－２）     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円
５．当該補助金に係る消費税等仕入れ控除税額が明らかにならない場合、その状況

　を記載　　(注)消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も記載すること。
　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

６．当該補助金に係る消費税等仕入れ控除税額がない場合、その理由を記載
　［　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］

（注）１　記載内容確認のため、必要な資料を添付すること。

２　農林事務所にあっては発信者欄の「岐阜県知事」とあるのは「農林事務所長」と読み替える。

３　間接補助事業の場合、事業主体別の内訳資料、その他参考となる書類を添付すること。
第１１号様式（第１０条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    印
年度農業農村整備事業補助金交付請求書
     　　  年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった標記補助金の交付を受けたいの
で、下記のとおり請求します。
記
１  事 業 名
２  請求金額                        円
	発行責任者氏名
	　

	担当者氏名
	　

	連絡先（電話番号）
	　


※　押印を省略する場合に記載してください。
第１２号様式（第１０条関係）
                                                                    第        号
                                                                  年    月    日
  岐阜県知事              様
                                                  住  所
                                                  団体名
                                                  代表者    氏        名    印
                          年度農業農村整備事業補助金概算払請求書
       年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定のあった標記補助金を概算払によって交
付を受けたいので、下記のとおり請求します。
記
１  交付決定額                      円
２  交付済額                      円
３  今回請求額                      円

	発行責任者氏名
	　

	担当者氏名
	　

	連絡先（電話番号）
	　


※　押印を省略する場合に記載してください。
第１３号様式（第１０条関係）
                                                       補  助  金  請  求  内  訳  書
                                                                                                                                    （単位：千円）
	事  業  区  分
（ 地 区 別 ）
	区        分
	交  付  決  定  額
	　年  月  日
現在予定出来
高       (B)
	補助金請求
可能額
(C)
	既 受 領 額
(D)
	差引今回
請求額
(C)-(D)=(E)
	残      額

(A)-(D)-(E)
	備      考

	
	
	事 業 費
	補助金(A)
	
	
	
	
	
	

	
	工    事    費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	換    地    費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	工  事  雑  費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	工  事  費  計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(事務雑費)
事    務    費
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	         計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１「区分」欄の工事費には、換地費及び工事雑費以外のすべての経費を記入すること。
        なお、災害復旧事業の場合、「換地費」及び「工事費計」の欄は設けず、また、「事務費」を「事務雑費」と読み替えること。
      ２「補助金請求可能額(C)」欄の千円未満の端数は、切り捨てること。ただし、最終請求分にあっては、この限りではない。
      ３  補助金請求可能額は、算出根拠を「備考」欄に記入すること。

第１４号様式（別表第１関係）
経  費  の  配  分  及  び  事  業  計  画  の  概  要
	 事  業  名
	
	 地  区  名
	
	 施行年度
	        年度 ～         年度
	      （単位：円）

	区      分
(事業主体)
	費  目
	工    種
	 総        量
	前 年 度 ま で
	         本              年              度
	翌 年 度 以 降
	備    考

	
	
	
	事業量
	事業費
	事業量
	事業費
	事業量
	事業費
	国  庫補助金
	国庫補助率
	 国庫補助金以外の財源
	事業量
	事業費
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	県  費
	市町村
費
	土地改
良区、
その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


第１５号様式（別表第１関係）
経  費  の  配  分  及  び  事  業  計  画  の  概  要
	 事  業  名
	
	 地  区  名
	
	 施行年度
	        年度 ～         年度
	      （単位：円）

	地  区  名
(事業主体)
	費  目
	工    種
	総        量
	前 年 度 ま で
	本                年                度
	翌 年 度 以 降
	備  考

	
	
	
	事業量
	事業費
	事業量
	事業費
	事業量
	事業費
	県  費
補助金
	県費補助率
	 県費補助金以外の財源
	事業量
	事業費
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	市町村費
	そ の 他
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


第１６号様式（別表第１関係）
事  業  実  績  書
１  工種別出来高調書
	地　区　名
	区　分
	施　行　箇　所
	数量
	出　来　高　金　額
	備  考

	
	
	
	
	請    負
	直    営
	計
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（注）「区分」欄は、事業種類を記入すること。
２  請負調書
	区　分
	施行箇所
	数量
	設計金額
	請負金額
	契約方式
	請負人
住所氏名
	着工年月日
竣工年月日
	備考

	
	
	
	円


	円

	
	
	
	


（注）１  請負契約書に基づき、１契約ごとに記入すること。
２「区分」欄は、事業種類を記入すること。
３  請負契約に変更があったときは、「設計金額」欄に当該年度の最後の設計金額及びこれに対する請負金額を下段に記入し、当初の設計金額及びこれに対する請負金額を上段に記入すること。
４  随意契約の場合は、「備考」欄にその理由を記入すること。
３  直営調書
	区   分
	材  料  費
	燃  料  費
	労  務  費
	そ  の  他
	計
	備  考

	
	円


	円


	円


	円


	
	


（注）１「区分」欄は、事業種別を記入すること。
２  その他の経費の内訳を「備考」欄に記入すること。
３  工事雑費以外の経費を記入すること。

４  用地買収調書
	地目
	買収地積
	用途
	単価
	金額
	取得年月日
	旧所有者の住所、氏名
	備  考

	
	㎡

	
	円


	円

	
	
	


５  補償費調書
	補償物件
又は権利
	件補償物又は
権利の在地
	被補償者氏名
	数量
	単価
	金額
	支払
年月日
	備考

	
	
	
	
	円

	円

	
	


６  船舶及び機械器具費調書
	区　　分
	品　　目
	数　　量
	単　　価
	金　　額
	備　　　　考

	
	
	
	円

	円

	


（注）１「区分」欄は、事業種類を記入すること。
        ２「備考」欄は、型式、取得年月日及び耐用年数又は時間等を記入すること。
７  工事雑費調書

	科　　　　目
	数　　量
	金　　　　額
	備　　　　　考

	
	
	円

	


（注）「科目」欄は、補助事業施行のため現場事務所等において直接必要な経費を記入すること。
８  竣工検査調書
	地区名
	事業主体
	区分
	施行箇所
	設計責任
者職氏名
	着  工
年月日
	完  成

年月日
	検  査

年月日
	検査責任
者職氏名
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１「区分」欄は、事業種類を記入すること。
２  直接補助事業にあっては施行箇所ごとに、間接補助事業にあっては地区ごとに記入すること。
９  財産取得調書
	地区名
	事業主体
	名称
	形状寸法
	数量
	単価
	金額
	検収又は
取得年月日
	処分制限期間
	備 考

	
	
	
	
	
	
	
	
	耐用

年数
	処分制限
年 月 日
	

	
	
	
	
	
	円

	円

	
	
	
	


（注）財産とは、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号

第１３条第１号から第３号までに掲げる財産並びに同条第４号及び第５号に掲げる財産で、その取
得価格が５０万円以上のものとする。
１０  残材料調書
	地　区　名
	事業主体
	名　称
	形状、寸法
	数量
	単　価
	金　額
	検収又は
取得年月日
	備　　考

	
	
	
	
	
	円

	円

	
	


１１  事務費調書
	科　　　　目
	数　　量
	金　　　　額
	備　　　　　考

	
	
	円

	


第１６－２号様式（別表第１関係）削除
[image: image1.emf]第１６－３号様式（別表第１関係）

 

（１）操作運転費

（２）点検整備費

（３）施設管理費

（４）施設費

（５）調査費

（６）諸油脂費

（７）電力料

　　　計 0

補助金 ≦ 0

※補助金≦補助対象経費（事業費×0.6/1.6）×補助率（0.6）

多面的機能の

発揮に対応し

た費用に係る

施設の管理に

要する費用

事　業　実　績　書

備   考

(単位 ： 千円）

費 用 区 分 細  目 事　業　費 実　績　根　拠


第１７号様式（別表第１関係）
経  費  の  配  分
	区　分
	事業に要する

（要した）経費

＝総事業費

Ａ＋Ｂ＋Ｃ
	負担区分
	備考

	
	
	国費補助金
Ａ
	県費補助金
Ｂ
	その他
Ｃ
	

	資産評価データ整備事業
ＧＩＳ整備
	円
	円
	円
	円
	

	合　　計
	
	
	
	
	


（注）事業実施に係る詳細積算内訳書、作業工程表を添付すること。

資産評価データ整備事業　　　詳細積算内訳書

	作業項目
	数量
	単位
	金額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


　
 第１８号様式（別表第１関係）
事  業  計  画  （  実  績  ）  書

                                                   事業主体名                    

	地　区　名
(市町村名)
	事業内容
	事業費

(円)
	事  業  費  内  訳
	実 施 時 期
	備  考

	
	
	
	調  査

測量費
	試験費
	設計費
	着　手

年月日
	完　了

年月日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１  地区別に受益面積、計画路線等を記入した５万分の１の図面を添付すること。

２  県単独土地改良事業で実施するＩＴ基盤整備支援モデル事業の場合は、「事業費内訳」欄を

設ける必要はないこと。

第１９号様式（別表第１関係）削除
第２０号様式（別表第１関係）削除
第２１号様式（別表第１関係）
交 換 分 合 事 業 計 画 （ 実 績 ） 書
                                               事業主体名                    
	種    別
	関  係  面  積
	予定

移動　　面積

確定
	関  係  筆  数
	予定

移動　　筆数

確定

	事
業
量
	田
	ha
	ha
	筆
	筆

	
	畑
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	

	
	戸 数
	関  係  戸  数
	戸
	予定

移動　　戸数

確定
	戸

	土地改良法
第１１１条

に定める交
換分合
	
	附
帯

工
事
	地元負担金

補  助  金

総事業費
事業種類
	


第２３号様式（別表第１関係）
○年度施設・財務管理強化対策事業計画（実績報告）書
岐阜県土地改良事業団体連合会　

１　管理運営体制強化委員会

（１）委員会の構成

	氏　　　名
	所属及び役職名

	
	


（２）開催状況等

	区　分
	開催年月日
	出席状況
	検討項目等

	第○回目


	
	出席○名、欠席○名


	


２　土地改良施設の診断・管理指導

（１）土地改良施設の診断・管理指導に従事した管理専門指導員の氏名及び所属

	氏　　　名
	所属及び役職名

	
	


（２）診断・管理指導内容等

	土地改良

区 等 名
	対象施設

の 種 目
	診断事項


	指導内容


	指導の時期

(　月　日 ～　月　日 )
	定期診断指導又は
要請診断指導の別

	
	
	
	
	
	

	計


	
	
	
	延日数


	


注：１　報告にあたっては、上表のほか別記付表の集計表を添付すること。

２　「延日数」とは、現地における診断・管理指導に要した延日数であって、内業に要した日数は含まない。

別記付表

	区　分


	診断・管理指導土地改良区等数
	診断・管理指導施設数
	指導延日数

	備　考


	
	改良区
	農協
	
	
	計
	ダ　ム
	頭首工
	揚水機
	
	
	計
	
	

	定期診断指導
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	要請診断指導
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　　 計

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　注：「延日数」とは、現地における診断・管理指導に要した延日数であって、内業に要した日数は含まない。
３　土地改良区の経営診断・改善指導
（１）経営診断
	土地改良区
（連合）
	指導回数


	指導実施者（人）
	備　考

	
	
	会計指導員
	地方連合会
	合計
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（２）改善指導
	土地改良区
（連合）
	指導回数


	指導実施者（人）
	備　考

	
	
	会計指導員
	地方連合会
	合計
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


　　　注：１　表の１行につき、１土地改良区に対する経営診断・改善指導の実績について記載する。
　　　　　２　「指導回数」欄には、１土地改良区当たりの指導の回数をそれぞれ記載する。
　　　　　３　「指導実施者」欄には、表の区分ごとに、指導に当たった延べ人数を記載する。なお、「地
方連合会」欄には、会計指導員の資格を有しない地方連合会の職員について記載する。

　
４　施設・財務管理強化相談業務
（１）相談指導員等

	所属
	氏　　名

	
	

	
	


（２）　専門家の委嘱

	区分
	氏　　名

	
	

	
	


注：「区分」欄には、委嘱した専門家の区分（弁護士、公認会計士等）を記載すること。

（３）　相談対応回数

　　             　 回

（４）　相談事案別件数

	事案分類

	件数

	処理方法（最終処理）
	備　考



	
	
	文書回答
	面接
	現地指導
	

	
	    件
	    件
	    件
	    件
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


分類例：①土地改良事業に関する苦情・紛争への対応、②土地改良事業計画の作成・工事実施に関する指導、③事業主体の組織運営上の指導、④土地改良施設の管理に関する指導、⑤農業水利に関する指導、⑥土地改良法令に関する指導、⑦換地処分その他農用地集団化に関する指導、⑧複式簿記会計、⑨指導監査の導入、⑩非補助土地改良事業の推進活動、⑪その他、等
（５）　相談事案別相談者別件数

	事案分類
	改良区
	市町村
	農　協
	数人共同施行
	個　人
	その他
	計

	
	    件
	    件
	    件
	    件
	    件
	    件
	    件

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


注：事案分類は（４）の分類と同じ分類とすること。

５　非補助土地改良事業推進支援

（１）研修会・担当者会議
ア　担当者研修会

	主たる研修会名
	開催月日
	開催場所
	研修テーマ
	参加者数等
	備考

	
	
	
	
	改良区数
	人数
	

	
	
	
	
	
	
	


イ　担当者会議

	主たる会議名
	開催月日
	開催場所
	議題（テーマ）
	参加者数等
	備考

	
	
	
	
	改良区数
	人数
	

	
	
	
	
	
	
	


（２）　現地推進指導活動
	区　分


	実　施

年月日
	実施テーマ


	同行

者数
	巡回指導対象先名称

	
	
	
	
	
	国県営事業地区該当の有無

	第　回目
	
	
	名
	
	


	第　回目
	
	
	名
	
	

	第　回目
	
	
	名
	
	

	第　回目
	
	
	名
	
	

	第　回目
	
	
	名
	
	

	
	
	
	
	
	

	同行者の所属組織の名称


	


（３）その他の推進指導活動

	実　施

年月日
	手　　法


	具体的内容


	対　象　先



	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


第２３－２号様式（別表第１関係）

[image: image2.emf]岐阜県土地改良事業団体連合会

１　受益農地管理強化対策

（１）換地選定に関する指導

（２）換地処分未了地区等の解消に関する指導

※別記付表の換地処分未了地区等指導台帳を添付すること。

（３）財産管理制度活用に関する指導

ア　普及・啓発活動

イ　制度活用指導

（ア）換地業務の実施に支障が生じている地区

（イ）土地改良事業の実施に支障が生じている地区

（４）交換分合等による農用地の利用集積に関する指導

　 ア　交換分合推進対策

  　 交換分合を実施又は予定している事業主体等に対する助言・指導



　　　　年度土地改良区機能強化支援事業事業計画（実績報告）書

（受益農地管理強化対策及び換地等技術向上研修）



項目

合計

一般指導地区（内訳） 重点指導地区（内訳）



土地改良区等

小計 市町村 その他 小計

土地改良区等

市町村 その他



指導地区数

内訳

前年度末現在で補助が打ち

切られている地区数

本年度末で補助が打ち切ら

れた地区数

換地処分未了地区等となる

おそれのある地区数



指導日数



指導地区数



（ 　 ）



（ 　 ）



（ 　 ）



（ 　 ）



（ 　 ）



（ 　 ）

区分 指導換地区名 指導対象団体名 指導の概要 指導日数



対象地区名 対象団体名 普及・啓発活動の概要 活動日数



指導地区名 指導団体名 指導の概要 指導日数



指導地区名 指導団体名 指導の概要 指導日数

対象地区名 対象団体名 助言・指導の概要 助言・指導日数


[image: image3.emf]イ　農用地利用集積推進対策

（ア）本年度指導地区の実績

（イ）本年度指導終了地区の集計表

※別記付表の農用地利用集積推進対策地区調書を添付すること。

２　換地等技術向上研修

（１）換地事務に関する研修

ア　換地技術者の把握

イ　翌年度の換地事務量等及び換地事務量等の見通し

　　別記付表の換地処理見込表を添付すること。

　ウ　各種研修計画（実績）

（２）交換分合に関する研修

　交換分合実務研修及び講習の計画（実績）



講習



研修



区分 開催日数

受講者数（内訳）

農業委員会 土地改良区等 市町村 その他 合計



合計



換地委員等実務研修



換地計画実務研修



新規担当者研修



項目

実施

の有

無

開催

回数

延べ

開催

日数

受講者数（内訳）

うち換地技術者等数

一般換地技術者



その他

合計

土地改良

換地士

一般換地

技術者



地方連

合会

市町村 土地改

良区等

換地委

員（準

備委

員）

事業推

進委員

土地改

良区等

役員

3年以上



3年以上3年未満3年以上3年未満3年以上3年未満 3年未満3年以上3年未満3年以上3年未満



計

土地改良換地士



地方連合会 土地改良区等

都道府県・市町村

換地業者等 その他



本対策実施後



基盤整備事業実施後



本対策実施前



担い

手数

基盤整備事業実施前



地区数

地区の農地

面積（ha）

担い手の

農地面積

（ha）

担い手の

農地集積率

（％）

農家

戸数

実施年/指導計画年



指導地区名 指導の概要 指導日数

推進会議開催回数 換地専門指導員数 指導地区数

（記載要領）

１　日数はすべて0.5日単位で記載する。

２　表の１の（１）並びに２の（１）及び（２）
　　土地改良区等には、土地改良区連合を含む。
３　表の１の（１）
　　一般指導地区数には要領第３の２の（２）のアの地区を、重点指導地区数には要領第４
の２の（２）のイの（イ）の地区を記載する。
４　表の１の（２）
（１）指導地区数欄は、上段に換地費の補助を受けている地区数を、下段に換地費の補助を
　　受けていない地区数を記載するとともに、（　　）書きで換地区数を併記する。
（２）区分欄には、事業完了予定年度を越えているにも関わらず換地処分が未了の地区は
　　「１」、１となるおそれのある地区は「２」と記載する。
（３）換地費の繰り越しがあった場合は、繰り越された年度まで換地費の補助があったものとして整理する。
５　表の１の（４）のイの（イ）
　　別記付表の農用地利用集積推進対策地区調書を集計して記載する。

６　表の２の（１）のア
（１）別紙様式第31号の換地技術者等名簿を基に作成する。

（２）３年未満、３年以上は経験年数区分である。 

（３）土地改良区等には、土地改良区連合を含む。
（４）換地業者等には、個人も含む。

別記付表
換地処理見込表
岐阜県土地改良事業団体連合会　　
１　換地処理予定地区の処理状況
	助成区分
	前年度末
換地処分未済量
	本年度
面工事実施分
	本年度末
換地処分完了
	本年度末
換地処分未済量

	
	換地
区数
	面積
（ha）
	換地
区数
	面積
(ha）
	換地
区数
	面積
（ha）
	換地
区数
	面積
（ha）

	一
元
化
分
	都道府県営
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	４４年度以降
着工団体営
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	４４年度以降
着工非補助分
	
	
	
	
	
	
	
	

	一元化前分
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


２　年度別面工事実施見込み表

	        年度
助成区分
	　　年度
	
	
	
	
	

	都道府県営
	
	
	
	
	
	

	団体営
	
	
	
	
	
	

	非補助（融資）
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	


３　換地事務団体別処理能力
	換地事務
処理区分
	所属換地技術者等
	最近３ヶ年の
換地事務量(ha)
	年間事務処理
能力の推定(ha)
	年間事務処理能力

の伸長見込(ha)

	
	換地士
	その他
換地技術者
	
	
	

	直　　　営
	
	
	
	
	

	委
　託
	地方連合会
	
	
	
	
	

	
	市町村
	
	
	
	
	

	
	○○会社
	
	
	
	
	

	
	○○換地事務所
	
	
	
	
	

	
	その他（個人等）
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	


４　長期的換地事務処理見込み

	年度
区分
	　年度
	
	
	
	
	
	
	

	処理必要量
	(ha)

	
	
	
	
	
	
	

	処理見込量
	
	
	
	
	
	
	
	

	処理不足量
	
	
	
	
	
	
	
	


５　翌年度換地事務見込量

	
	事業主体別区分
	市町村名
	地区名
	面積
（ha)
	着手又は処理を要する
換地処分事務
	換地事務担当者の有無

	新規着工地区
	直　営
直営計
	＿
	
	
	＿
	＿

	
	委　託
委託計
	＿
	
	
	＿
	＿

	
	計
	
	
	
	
	

	継続地区
	直　営
直営計
	＿
	
	
	＿
	＿

	
	委　託
委託計
	＿
	
	
	＿
	＿

	
	計
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	


６　翌年度処理団体別換地事務量
	換地事務処理担当団体名
	翌年度実施予定の換地事務
	地区数（地区）
	面積(ha)

	
	
	
	


７　換地事務処理の今後の方向
	（１）長期的改善策
	（２）翌年度の施策

	
	


（記載要領）
　以下、表の１から７については、当該都道府県の換地処分の実態に応じて、より見やすくかつ整理しやすい表に変更して差し支えない。
１　表の１
（１）助成区分欄の「都道府県営」は、国の補助金等による都道府県営の換地を伴う土地改良事業をいう。
（２）「４４年度以降着工団体営」は、国の補助金等による昭和４４年度以降着工の団体営（構造改善事業及び経営構造対策事業等の補助による区画整理及び農地造成等を含む。）の換地を伴う土地改良事業をいう。
（３）「４４年度以降着工非補助分」は、昭和４４年度以降に上記の助成を受けないで着工した事業をいう。
（４）「一元化前分」は、上記（１）～（３）以外のもので換地事務を必要とする全ての地区とする。
（５）「前年度末換地処分未済量」は、換地区の全ての面工事を完了したものであって、前年度末までに換地処分が未了のものをいう。
（６）「本年度面工事実施分」は、本年度において換地区の全ての面工事を完了したものをいう。
２　表の２
　「助成区分」は表１の記載方法に準ずる。年度は翌年度を初年度として８～１０年を見込むものとする。
３　表の３
（１）「換地事務処理区分」は直営のほかは、地方連合会等の受託団体、換地業者及び個人別に記載す
る。
（２）「最近３ヶ年の換地事務量」は、換地認可又は決定のため最近３ヶ年間に都道府県に提出した換地計画書の面積を記載する。
（３）「年間事務処理能力の推定」は最近の換地事務の処理実績を勘案のうえ年間処理能力を推算して記載する。
（４）「年間事務処理能力の伸長見込」は最近の処理実績の伸び、処理能力の拡充等を勘案の上、新たに増加すると見込まれる面積を推算して記載する。
４　表の４
（１）本表の記載は、翌年度を初年度として表の１及び表の２から年間処理必要量を、また、表の３から処理見込量を推算して記載する。
（２）処理必要量は、前年度処理不足量に当該年度の面工事実施見込面積を加えたものとする。
５　表の５
（１）本表は翌年度において換地事務を必要とする地区について、新規着工及び継続地区に分けて記載する。
　　　なお、継続地区については、直営の欄には換地技術者が不足している地区のみ記載し、委託の欄には、換地事務の委託を予定している場合で、かつ委託先が未定である地区についてのみ記載すればよい。
（２）「換地事務担当者の有無」は、直営の場合は担当技術者の有無及び人数、委託の場合は委託決定先（継続地区を除く。）を記載する。
（３）計及び合計の欄中、地区名の項には、地区数を記載する。
６　表の６
　「換地事務処理団体名」には、直営については「直営」として一括して記載し、委託については、受託団体別に記載する。
７　表の７
（１）長期的改善策は、受益農地管理強化事業推進委員会が、上記資料等によって、今後、当該都道府県の換地処理団体の処理比重、換地技術者等の所属別増強等について検討した結果を記載する。
（２）翌年度の施策には、当該委員会が翌年度必要とする団体別換地技術者等の増強その他の具体的施策について検討の上、記載する。
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岐阜県土地改良事業団体連合会

年　　月　　日

区分：

地区面積

(ha)

～

　　　　　　　　　　受　益　農　地　管　理　強　化　委　員　会　の　指　導　方　針

　

　　　　　　　　換　地　専　門　指　導　員　の　指　導　状　況　等



　　　　年度　換地処分未了地区等指導台帳

一元化前後等の別：

都道府

県名

関係

市町村名

地区名 事業主体名

事業主

体別

工期

換地費の

補助の最

終年度

換地処分

見込年度

備       考

（年度）

換地業務主体



事業計画上の換地処分予定年度

     年度 活　動　実　績　・　活　動　計　画　等

換地区名

換地区

面積

関係権利

者数

(名）

換地処分未了理由

未了理由

番号

今後の処理方針



換

　

地

　

処

　

分

　

推

　

進

　

体

　

制

前年度まで 本年度 翌年度以降



未　了　の　原　因　及　び　現　状　（　経　緯　を　含　む　）



[image: image5.emf] （記載要領）

１ 各個別地区の換地処分未了解消計画について具体的に記載すること。

２ １換地区１葉とすること。

３「一元化前後等の別」欄には、「一元化後」、「一元化前」、「耕地整理事業」の別を記載すること。

４「区分」欄には、換地処分が未了である地区は「１」と、換地処分が未了となるおそれのある地区は「２」と記載すること。

５「事業主体名」欄には、○○県（道、府）、○○市（町、村）、○○農協、共同施行等、具体的に記載すること。

６「事業主体別」欄には、県営事業は「１」と、県営事業以外は「２」と記載すること。

７「工期」欄は、事業計画書において、換地処分が終了するまでの期間を記載すること。

８「換地費の補助の最終年度」欄には、換地費の補助の最終年度を、昭和60年度の場合には「S60」、平成28年度の場合には「H28」、令和10年度の場合は「R10」と半角で記載すること

　とし、換地費の補助を受けていない場合は「非補助」と記載すること。

　　なお、「換地業務指導等要領（昭和62年11月２日付け62構改Ｂ第1167号農林水産省構造改善局長通知）」の「６　換地業務に係る補助の取扱い」において、「換地業務の遅延理由が

　別表に掲げるものに該当するものにあっては、工事完了年度の翌々年度の換地費についても補助することができる」と規定されているので、「工期」の完了年度と「換地費の補助が打

　ち切られた年度」が異なる場合もあるので注意すること。

　また、換地費の繰り越しがあった場合は、繰り越された年度まで換地費の補助があったものとして整理すること。

９「換地処分未了理由」欄には、具体的かつ簡潔に理由を記載すること。

10「未了理由番号」欄には、下表から該当する番号を記載することとし、理由が複数ある場合は、影響がある順に３つまで記載すること。（例、「２」、「７②」など）

未了理由番号 未了理由 内容 未了理由番号 未了理由 内容

1 換地計画原案等に対する不満

一時利用地の指定を除く権利者会議

の不備

2 一時利用地の指定に対する不満 一時利用地の指定に対する不満

3 工事の施工に対する不満 工事の施工に対する不満 4 換地計画に対する不同意 換地計画に対する不同意

5 換地計画書に対する異議申立て等

公告及び縦覧された換地計画に対す

る異議申立て又は異議の申出（法律

に基づくもの）並びに訴訟

6 一時利用地の指定に対する審査請求

一時利用地の指定に対する審査請求

（法律に基づくもの）及び訴訟

7① 換地業務の遅延 選定調整 7② 換地業務の遅延 相続登記、分筆登記の遅れ

7③

国公有地払い下げ処理（廃川敷地

の払い下げを含む）

7④ 国公有地の地区編入

7⑤ 市町村界、字界変更手続き 7⑥ 境界確定、地図訂正（業務の流れ）

7⑦ 境界紛争が生じている 7⑧ 清算金の調整

7⑨ 業務体制の不備 7⑩ 確定測量の遅れ

非農用地に関する調整の遅れ（同

意取得の遅れ）

7⑪ その他 8 他事業の工事等の遅れ 河川・道路工事等の調整の遅れ

9 計画変更に伴う遅れ 計画変更に伴う遅れ 10 確定測量の遅れ

11 その他 予算の不足、災害等

11「今後の処理方針」欄には、当該地区の換地処分が未了となる原因を解決するための方針等を、具体的に記載すること。

12「換地処分見込年度」欄には、例えば平成30年度中ならば「H30」と具体的な年度を記載することとし、見込みが立たない場合は「未定」と記載すること。

13「備考」欄には、当該地区が換地区を設けている場合には、当該地区内の他換地区との重複三条資格者数や、換地処分が未了である換地区を含めた全換地区数等を記載すること。


別記付表
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（記載要領）
１　本調書は、地方連合会が農用地利用集積推進対策を実施する上で必要最低限の項目について記載してお
り、地区の実状等に応じて、必要な項目の追加等を行っても差し支えない。
２　本調書は、推進地区１地区につき、一葉を作成するものとする。
３　「担い手」とは、効率的かつ安定的な農業経営を営む者であり、具体的には以下の要件に該当する者、
組織及び法人等とする。
（１）農業経営基盤強化促進法（昭和55年法律第65号。以下「基盤法」という。）に基づく認定農業者（認
定農業者たる農業法人、特定農業法人を含む。）
（２）地域計画（基盤法第19条に規定する地域計画をいう。）のうち目標地図（基盤法第19条第３項の地
図をいう。）に位置付けられた者（認定農業者、認定新規就農者、集落営農組織（農業の担い手に対す
る経営安定のための交付金の交付に関する法律（平成18年法律第88号）第２条第４項第１号ハに定め
る組織をいう。）、市町村の基本構想（基盤法第６条第１項に定める基本構想をいう。）に示す目標所
得水準を達成している農業者及び市町村が認める者）
（３）農地中間管理事業の推進に関する基本方針（農地中間管理事業の推進に関する法律（平成25年法律第
101号。以下「農地中間管理事業法」という。）第３条第１項に基づき定めるもの。）に定められた効
率的かつ安定的な農業経営を営む者
（４）目標年度までに認定農業者となることが確実と見込まれる以下に該当するもの。
　　①　経営等農用地面積がおおむね3.5ヘクタール以上の農家
　　②　オペレータ１人当たり基幹的３作業の面積がおおむね3.5ヘクタール以上の生産組織
（５）集落営農組織
４　「担い手の農地面積」とは、農地中間管理権（農地中間管理事業法第２条第５項に規定するもの。）及
び農用地の利用権の設定や農作業の受委託、農地のあっせん等がなされることにより、３の担い手に集約
された農用地の面積をいう。
５　「担い手の農地集積率」の計算方法については、以下のようにする。
　          　　　　　　　　　　　　　　　担い手の農地面積（ｈａ）

          担い手の農地集積率（％） ＝　　　　　　　　　　　　　　　　×１００  
　          　　　　　　　　　　　　　　　　地区の農地面積（ｈａ）
第２３－３号様式（別表第１関係）
　　○年度統合再編整備事業（統合整備）事業計画（実績報告）書
 （合併の場合）              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           
岐阜県○○地区（Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型、水系単位・市町村単位・その他別）

○○土地改良区　　

 １　事業実施期間                                                              
 ２　実施結果                                                                 
 （１）合併前後の状況                                                         
	区分


	土地改良区

	地区

面積
	組合

員数
	事業

概要
	事業形態
別分類
	役員数
	総代数

	職員数
	合併の方法

(新設又は吸収の別)
	備考


	

	
	
	
	
	
	
	理事
	監事
	
	専任
	兼任
	計
	
	
	

	合併前


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合併後


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 （２）合併契約の締結及び附帯施設整備費（水管理等施設整備、業務運営合理化施設整備、管理施設情報電子化整備）補助金の交付年月日

 （３）合併認可年月日

 （４）附帯施設整備の完了年月日

 （５）附帯施設整備の概要

①　水管理等施設整備（対象施設の種類、名称、整備内容、事業費等）

②　業務運営合理化施設整備（整備した機器の名称、数量、価格等）

③  管理施設情報電子化整備（整備内容、事業費等）

 （注）１　本報告書は、地区ごとに別葉とすること。                             
２　事業実施年度、附帯施設整備費補助金の交付年度及び附帯施設整備の完了年度が異なる場合には、その年度ごとに本報告書を作成すること。     
３　附帯施設整備の完了年度においては、統合整備計画書、合併契約書の写し及び合併前後の地区の関係を示す略図を添付すること。               
４　合併前の「地区面積」及び「組合員数」の「計」欄には、実数を括弧書きで記載すること。

５　「備考」欄には、関係市町村名を記載すること。                       

（土地改良区連合の設立の場合）

　岐阜県○○地区（Ⅰ型・Ⅱ型・Ⅲ型、水系単位・市町村単位・その他別）                                                 
○○土地改良区　　

（○○土地改良区連合）
１　事業実施期間

２　実施結果

（１）土地改良区連合及び所属土地改良区の状況 
	区分

	事業又は事務の概要

	職員数
	備考


	
	
	専任
	兼任
	計
	

	土地改良区連合の状況　　
	
	
	
	
	


	区分

	土地改良区名


	地区

面積
	組合

員数
	事業等概要


	事業形態

別分類
	職員数
	備考


	
	
	
	
	
	
	専任
	兼任
	計
	

	所属土地改良区の状況　　
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（２）土地改良区連合の設立契約の締結及び附帯施設整備費（水管理等施設整備、業務運営合理化施設整備、管理施設情報電子化整備）補助金の交付年月日

（３）設立認可年月日

（４）附帯施設整備の完了年月日

（５）附帯施設整備の概要
 　 ①　水管理等施設整備（対象施設の種類、名称、整備内容、事業費等）
　  ②　業務運営合理化施設整備（整備した機器の名称、数量、価格等）

　  ③　管理施設情報電子化整備（整備内容、事業費等）

（注）１　本報告書は、地区ごとに別葉とすること。

２　事業実施年度、附帯施設整備費補助金の交付年度及び附帯施設整備の完了年度が異なる場合には、その年度ごとに本報告書を作成すること。     
３　附帯施設整備の完了年度においては、統合整備計画書、土地改良区連合の設立契約書の写し及び設立前後の地区の関係を示す略図を添付すること。

４　「地区面積」及び「組合員数」の「計」欄には、実数を括弧書きで記載すること。 
５　「備考」欄には、関係市町村名を記載すること。                  
（合同事務所の設置の場合）

　○○都道府県○○地区（合同事務所）                                                   
○○土地改良区　　

１　事業実施期間

２　実施結果

（１）合同事務所設置前後の状況                                               
	区分

	土地改良区名


	地区

面積
	組合

員数
	事業概要


	事業形態

別分類
	職員数
	備考

	  

	
	
	
	
	
	
	専任
	兼任
	計
	
	

	関係土地

改良区の

状況　　
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	 計


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	区分

	設置の方法

	職員数
	備考

	

	
	
	専任
	兼任
	計
	
	

	合同事務

所の状況


	
	
	
	
	
	


（２）合同事務所の設置契約の締結及び附帯施設整備費（業務運営合理化施設整備）補助金の交付年月日

（３）合同事務所設置年月日

（４）附帯施設整備の完了年月日

（５）附帯施設整備（業務運営合理化施設整備）の概要、整備した機器の名称、数量、価格等

（注）１　本報告書は、地区ごとに別葉とすること。

２　事業実施年度、附帯施設整備費補助金の交付年度及び附帯施設整備の完了年度が異なる場合には、その年度ごとに本報告書を作成すること。     
３　附帯施設整備の完了年度においては、統合整備計画書、合同事務所の設置契約書の写し及び合同事務所設置後の事務局の組織機構図を添付すること。

４　「地区面積」及び「組合員数」の「計」欄には、実数を括弧書きで記載すること。 
５　「設置の方法」欄には、事務所を独立して設置したか、市町村役場等に併設する方法によったか等の別を「独立設置」、「市町村役場併設」、「農協事務所併設」等と記載すること。

６　「備考」欄には、関係市町村名を記載すること。                  

　　○年度統合再編整備事業（管理再編整備）事業計画（実績報告）書
○○土地改良区　　

 １　事業実施期間　　　○年度～　　○年度

 ２  管理再編整備検討委員会の構成

	氏名
	他の役職
	    

	
	
	


 ３  管理再編整備検討委員会の開催状況

 （１）開催状況

	区分
	開催年月日
	出席委員名
	検討項目
	    

	第　回目
	
	
	
	

	第　回目
	
	
	
	


 （２）検討内容

 ４  地域実態調査

 （１）調査の内容

 （２）調査結果

 ５  管理再編整備計画の概要

 ６　附帯施設整備の実施内容

 （１）水管理等施設整備

 （２）業務運営合理化施設整備

（注）１　３の(２)の検討内容は、検討事項及び検討結果を委員会の開催ごとに取りまとめて記載すること。

２　６の(１)の水管理等施設整備は、対象施設の種類、名称、所在地、整備内容、事業費等を記載すること。

３　６の(２)の業務運営合理化施設整備は、対象機器の種類、名称、数量、取得時期、価格等を記載すること。                               
（添付資料）

１　地域実態調査票

２　管理再編整備計画書（参考例を参照のこと。）
（参考例）

管理再編整備計画書の記載例
Ⅰ　施設管理再編計画

１　施設管理の再編の基本方向

集落管理組織の機能低下、隣接地域の地区編入等に伴う施設管理の再編の基本的な考え方について記述する。

２　施設管理の現状

基幹的施設及び末端施設の管理の状況、組合員等の意向調査等を踏まえて施設管理の現状について記述する。                                       
３　施設管理に関する計画                                                 
（１）用水施設関係                                                       
①　用水施設の種類別に名称、位置、規模、構造等について記述する。     
②　営農状況、水利用の実態、施設管理の現状等を踏まえて、用水施設ごとの取水時期、配水時期、用水量、受益面積、配水方法等を記述する。   
（２）排水施設関係                                                       
①　排水施設の種類別に名称、位置、規模、構造等について記述する。     
②　営農状況、水利用の実態、施設管理の現状等を踏まえて、排水施設ごとの排水時期、排水量、排水面積、排水方法等を記述する。             
   　（３）その他施設関係                                                     
４　施設整備に関する計画                                                 
施設ごとの点検整備の時期及び方法、整備補修の時期及び資金計画等について記述する。 
５　関係機関との調整に関する計画                                         
管理区分の再編等に伴い必要となる市町村等関係機関との調整方法について記述する。

６　その他必要な事項                                                     
Ⅱ　管理組織再編計画                                                       
１　管理組織の現状                                                       
施設管理の状況、夫役の現状、組合員等の意向調査等を踏まえて管理組織の現状について記述する。                                               
２　管理体制の整備に関する計画                                           
施設管理再編計画、営農状況、水利用の実態等に即した土地改良区職員の配置替、管理技術者の育成等の管理体制の整備計画について記述する。       
３　下部組織の再編に関する計画                                           
施設管理再編計画、組合員等の意向調査等を踏まえて下部組織の再編について記述する。  
４　その他必要な事項

　　

Ⅲ　附属資料                                                               
１　管理再編整備計画図面                                                 
２　管理体制模式図                                                               
第２３－４号様式（別表第１関係）
〇年度技術実践向上研修　事業計画（実績報告）書
事業主体

１　技術実践向上研修の実施状況

	開　催

場　所
	開　　催

年 月 日
	開　催

回　数
	開　催

日　数
	受　講　者　数

	
	
	
	
	市町村
	土地改

良区等
	その他
	合計

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


２　技術実践向上研修の研修講義内容

	開催年月日
	講義課目
	講義内容
	講師所属
	講師氏名
	講義時間
	備　考

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


 ３　協議回数状況

	協　議

年月日
	協　議

回　数
	ブロック
	参加者（内訳）
	合計

	
	
	
	国
	地方連合会
	 都道府県
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


 （記載要領）

　１　表の１

　　（１）「土地改良区等」には、土地改良区連合も含む。

　　（２）研修開催プログラム等については、別途添付のこと。

　

　２　表の２

　　（１）「講義内容」は、具体的な内容を記述する

　 
　３　表の３

　（１）ブロックは、例えば、北海道と東北農政局管内で行った場合、「北海道・東北」と記載するこ
と。

　（２）協議した事項については、別紙添付のこと。

第２３－５号様式（別表第１関係）
　　〇年度水土里ビジョン策定推進対策実施計画（実績報告）書
                                                                                 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　           　　　　　　　　　　　　　　　　　○○土地改良区理事長  １　地区名                                                              
 ２　事業実施期間　　〇年度                                                                 
 ３　水土里ビジョンの関係土地改良区及び地域の関係者                                              
	関係土地改良区一覧
	関係市町村名
	地区

面積
	組合

員数
	役員数
	総代数
	職員数
	備　考

	
	
	
	
	理事
	監事
	計
	
	専任
	兼任
	計
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	地域の関係者
	


 ４　地域実態調査の実施計画（状況）
　（１）調査の内容
　（２）調査結果
５　関係土地改良区及び地域の関係者との調整状況
６　水土里ビジョンの認可申請の予定（状況）　
 （注）１　５の関係土地改良区及び地域の関係者との調整状況は、３に記載した関係土地改良区及び地域の関係者との調整状況を記載する（土地改良法（昭和24年法律第195号）第57条の14に規定する協議会が組織されている場合にあっては当該協議会の開催状況（開催年月日、出席者、検討項目）を記載する。）。                             
２　６の水土里ビジョンの認可申請の予定（状況）は、水土里ビジョンの認可申請の時期について、
実績又は予定を記載する（既に県知事の認可済みの場合は認可年月日を記載する。）。    
　（添付資料）
　　　　１　地域実態調査票
　　　　２　水土里ビジョン
第２４号様式（別表第１関係）                                                               
　　○年度監査実務等向上研修実施計画（結果報告）書
岐阜県土地改良事業団体連合会　

	開催月日
	開催場所
	講義内容容
	参加者数
	備　考

	
	
	課目
	時間数
	土地改良区
	土地改良事業
団体連合会
	都道府県
	市町村
	その他
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）「参加者数」欄の「その他」に該当する場合は、備考欄に所属を記載するものとする。

第２５号様式（別表第１関係）
土地改良施設維持管理適正化事業計画（実績）書
                                                                事業主体名                    
	施行主体名
	施   設   名
	所        在        地
	規模・構造
	数量

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


	建設
年度
	建設事業名
	整備事業
の 内 容
	事    業    費   （円）
	実 施 時 期
	備考

	
	
	
	工 事 費
	事務雑費
	計
	着  手
年月日
	完  成
年月日
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１「施行主体名」欄は、事業実施の土地改良区等名を記載すること。
２「施設名」欄は、ダム、頭首工、用排水機場、水路、樋(水)門、ため池等事業実施施設名を記載すること。
      ３「所在地」欄は、事業実施施設の所在地名を記載すること。
      ４「建設年度」欄は、事業実施施設の建設年度を記載すること。
      ５「建設事業名」欄は、国・県・団体営○○事業と記載すること。
      ６「整備事業の内容」欄は、事業実施施設の整備補修及び設備改善の内容を記載すること。
      ７  添付書類として、土地改良施設維持管理適正化資金拠出約款及び事業実施地区位置図（５万分の１の図面）を提出すること。
第２６号様式（別表第１関係）削除　

第２７号様式（別表第１関係）削除
第２８号様式（別表第１関係）削除
第２９号様式（別表第１関係）
土  地  改  良  区  運  営  基  盤  強  化  資  金  運  営  計  画  書
                                                                                                                    ○○土地改良事業団体連合会
１  強化資金管理・運用計画
 (1)資金の造成
	拠  出  区  分
	全 体 造 成 額
	年      次      別      造      成      額
	造 成 予 定 年 月 日
	備          考

	
	
	年          度
	年          度
	計
	
	

	①連合会拠出金
	千円
	千円
	千円
	千円
	
	

	②都道府県補助金
(うち国庫補助金)
	(                )
	(                )
	(                )
	(                )
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


(2)資金の運用
	運用方法、預入機関の名称
	資    金    額
	運      用      の      期      間
	予定運用益の額
	備      考

	
	
	年    月    日 ～         年    月    日
	千円
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


２  全体実施計画

	事業区分
	事業計画の概要
	実施予定年度
	概算事業費
	備考

	
	対象予定土地改良区名
	事業内容
	
	
	

	要綱第３の
１の事業
	負担金償還円滑化事業
	
	
	
	千円
	

	要綱第３の
３の事業
	役職員研修事業
	
	
	
	
	

	
	組織整備促進事業
	
	
	
	
	

	
	認定
事業
	施設高度利用促進事業
	
	
	
	
	

	
	
	水質管理改善事業
	
	
	
	
	

	
	
	○○事業
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


（注）１  事業区分の「要綱第３の３の事業」には、当該地方連合会が実施する事業を記入する。
      ２「認定事業」とは、要綱第３の３の(３)の農林水産省農村振興局長が必要と認める事業をいう。以下同じ。

第３０号様式（別表第１関係）
土  地  改  良  区  負  担  金  積  立  等  強  化  対  策  実  施  状  況  報  告  書
                                                                                                                    ○○土地改良事業団体連合会
１  資金造成の状況
	拠  出  区  分
	全体造成額
	年    次    別    造    成    額
	造成完了年月日
	当 該 年 度
運用益
	累計運用益
	備    考

	
	
	年      度
	年      度
	計
	
	千円
	千円
	

	①連合会拠出金
	千円
	千円
	千円
	千円
	
	
	
	

	②都道府県補助金
(うち国庫補助金)
	(            )
	(            )
	(            )
	(            )
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）添付書類として、預入れを証する書面を添付すること。
２  事業別実施状況
	区分
	事業実施内容
	事業費
	備考

	実施事業名
	
	
	

	要綱第３の
１の事業
	負担金償還円滑化事業
	
	千円
	

	要綱第３の

３の事業
	役職員研修事業
	
	
	

	
	組織整備促進事業
	
	
	

	
	認定

事業
	施設高度利用促進事業
	
	
	

	
	
	水質管理改善事業
	
	
	

	
	
	○○事業
	
	
	

	計
	
	
	


第３１号様式（別表第１関係）削除　

第３２号様式　削除
第３３号様式　削除
第３４号様式（別表第１関係）削除
第３５号様式（別表第１関係）削除
第３６号様式（別表第１関係）
担い手育成農地集積事業計画（実績）書
１  事業の目的
 (1)土地利用調整推進事業
２  事業内容
 (1)担い手育成農地集積事業計画
	地区名
	土地利用調整活動
	土地利用推進活動

	
	農家意向
調査
	農地集団化
調整
	農地流動化
調整
	事業推進
検討会
	生産組織
育成強化
	農業機械
利用再編

	
	延べ    日

	延べ    日
	延べ    日
	延べ    日
	延べ    日
	延べ    日


３  経費の配分
 (1)総括表
	区分
	総事業費
(A+B+C+D+E)
	負担区分
	事業費
限度額
差額
	備考

	
	
	国庫補助
金     A
	都道府県
費     B
	市町村費
C
	土地改良
区費   D
	農業協同
組合費 E
	
	

	事業費
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	円
	

	計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）「事業費限度額差額」欄には、「５  事業費限度額の算定」により算定される事業費限度額との差を記載すること。
(2)内訳表
    事業費
	地区名
	事業主体
	費目
	科目
	金額
	使途内容
	備考

	
	
	
	節
	区分
	
	
	

	
	
	
	
	
	円
	
	

	計
	
	
	
	
	
	
	


（注）１「費目」、「科目」欄には、農林水産省農村振興局長が別に定める事務費の使途基準に準じて記載すること。
     ２「事業主体」欄には、地区ごとの事業主体を市町村、土地改良区及び農業協同組合の別に記載すること。

３「使途内容」欄には、当該費目に係る額の使途内容又は算出根拠が明らかになるように記載すること。 ４「備考」欄には、関係市町村名、土地改良区及び農業協同組合名を記載するとともに、事業主体ごとに仕入れに係る消費税及び地方消費税相当額について、これまで減額した場合には「減額した金額」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税が明らかでない場合には「含税額」とそれぞれ記入すること。
４  事業完了（予定）
          年    月    日
５  事業費限度額の算定
	地      区      名
	受   益   面   積
	事 業 費 限 度 額
	備              考

	
	Ha

	円


	

	計
	
	
	


第３７号様式　削除
第３８号様式（別表第１関係）  
事  業  計  画  書  （  実  績  書  ）
事業主体名                      
	事    業    項    目
	事  業  費
	事      業      内      容

	
	円


	


第３９号様式（別表第１関係）
排  水  機  場  別  事  業  計  画  書
	番
号
	排水機場名
	規                  模
	補助対象
経      費
	補助金交付
予  定  額
	備考

	
	
	ポ ン プ 口 径
	原動機延べ馬力
	
	
	

	
	
	㎜
	
	円
	円
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	地区
	
	
	
	
	


第４０号様式（別表第１関係）
                                                         排  水  機  場  別  事  業  実  績  書
	番
号
	排 水 機 場 名
	規          模
	補           助          対           象           経           費
	補助率
	補助金交付額
	備  考

	
	
	ポ ン プ

口    径
	原 動 機

延べ馬力
	電力
料金
	電気主任
技術者経費
	燃料費
	運転手経費
	
	計
	
	
	

	
	
	
	
	基本料金
	使用料金
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	㎜
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計
	地 区
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


第４１号様式　削除
第４２号様式（別表第１関係）
                                                 事  業  計  画  書  （  実  績  書  ）
１  経費の配分及び事業概要
    事業主体名 
	区分
	内容
	事 業 費
	負担区分
	備考

	
	
	
	県費
	市町村費
	そ の 他
	

	
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


２  事業完了（予定）年月日
        年    月    日
（注）「区分」欄は、「農山村のビオトープ化推進事業」又は「農業集落排水処理水自然活用浄化事業」を記入すること。

第４３号様式（別表第１関係）
                                                                               年  度  災  害  復  旧  事  業  計  画  （  実  績  ・  成  績  ）  書
  第    次
	区分
	
	年災
	
	
	（単位：千円）

	地区
番号
及び
箇所
番号
	所在地

及び
地区名
	事 業
主体名
	費目
	工種
	総事業
	前年度まで
	本年度
	翌年度以降
	工事施工の状況
	摘 要

	
	
	
	
	
	事業量
	事業費
	国  庫

補助金
	補助率
	事業量
	事業費
	国  庫

補助金
	事業量
	事業費
	国  庫

補助金
	国庫補助金以外の財源
	事業量

	事業費

	国  庫

補助金
	請負
又は
直営

の別
	工 期
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	県費
	市町村費
	その他
	計
	
	
	
	
	
	

	
	(　　)
	
	工事費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年月日
から
年月日
まで
	市町村分
      ％
地元負担
      ％

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(　　)
	
	工事費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年月日
から
年月日
まで
	市町村分
      ％
地元負担
      ％

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(　　)
	
	工事費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年月日
から
年月日
まで
	市町村分
      ％
地元負担
      ％

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(　　)
	
	工事費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年月日
から
年月日
まで
	市町村分
      ％
地元負担
      ％

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	(　　)
	
	工事費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	年月日
から
年月日
まで
	市町村分
      ％
地元負担
      ％

	
	
	
	工事雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	事務雑費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１  変更申請の場合は、変更前を上段に（  ）書きすること。
      ２  実績報告の場合は、「摘要」欄に県の履行確認年月日及び確認者の職氏名を記載すること。
第４４号様式（別表第１関係）
１　事業の内容及び経費の配分
（単位：円）
	事業主体名
	工種
	箇所数
	決定事業費
Ａ
	Ａ×率
	委託費等
実支出額
	補助対象
経    費
	県補助金
	県補助金以外の経費
	摘要

	
	
	
	
	
	
	
	
	市町村費
	その他
	計
	

	
	農地
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	補助率

	
	農業用施設
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	補助率

	
	林地荒廃防止施設

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	補助率

	
	林道(奥地幹線林道)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	補助率

	
	林道(その他の林道)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	補助率

	計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	決定事業費


（注）１「摘要」欄「補助率」は、暫定法が適用される災害復旧事業の補助率をいう。
      ２「摘要」欄「決定事業費」は、農林水産施設災害復旧事業費（暫定法第３条第２項の事業費）をいう。
２  委託費等実績調書
  事業主体名                                                                                                                        （単位：千円）

	決定事業費の

階層別分類
	農地
	農業用施設
	補助対象経費

（Ｄ＋Ｈ）
	備考

	
	決定事業費
Ａ
	Ａ×率
Ｂ
	委託費等の
実支出額
     Ｃ
	補助対象額
（Ｂ又はＣの

いずれか低い

額）      Ｄ
	決定事業費
Ｅ
	Ｅ×率
Ｆ
	委託費等の
実支出額
     Ｇ
	補助対象

（Ｆ又はＧの

いずれか低い

額）      Ｈ
	
	

	１００万円以下
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１００万円を超え
５００万円以下
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５００万円を超え
１０００万円以下
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１０００万円を超え
３０００万円以下
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３０００万円を超え
１  億  円  以  下
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１億円を超えるもの
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合      計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


３  設計委託費及び工事費内訳
                                                                                                                                    （単位：千円）
	委託契約
年月日
	委託費等
（実支出額）Ａ
	控   除   額
Ｂ
	差引実支出額
Ａ－Ｂ＝Ｃ
	地区、箇所番号
	申請事業費又は
申請工事費
	決定事業費又は決定工事費
	災害年月日
	備考

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	小    計
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合    計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１  ２以上の事業箇所については、一括して委託契約をしている場合は、１契約ごとに工事費の小計欄を設けること。
      ２「控除額」欄は、災害復旧事業費が補助対象とならないものを申請事業費等合理的方法により按分し算出した額を記入すること。
      ３「備考」欄には、失格、欠格、対象外等の必要事項を記入すること。

第４５号様式（別表第１関係）
事業の内容及び経費の配分
事業計画（事業実績）
	市町村名
	地区名
	調査計画
主　　体
	調査項目
	調 査 費
	算出根拠
	国　　庫
補 助 金
	市町村費
	備考

	
	
	
	
	円


	
	円


	円


	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


注）算出根拠は、支出科目ごとに積算すること
第４６号様式（別表第１関係）削除
第４７号様式　削除
第４８号様式　削除
第４９号様式  削除　

第５０号様式  削除　

第５１号様式　削除　

第５２号様式                                                                        
　　　　　　　事　業　計　画　書（実　績　書）            
         　事業主体名　　　　　　　　　　　                                             
	事　業　項　目
	事　業　費
	事　業　内　容

	
	円
	


(注)　対象区域及びため池を記入した５万分の１の図面を添付すること。          
第５３号様式（事業実績関係）                                                           
　　　　　　　事　業　実　績　書                                  
       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業主体名　　　　　　　　　　  
       １　出来高調書                                                                  
	地 区 名
	施 行 箇 所
	数量
	出  来  高  金  額
	備  考

	
	
	
	請  負
	直  営
	計
	

	
	
	
	円
	円
	円
	


２　請負調書
	契約名
	数量
	設計金額
	請負金額
	契約方法
	請負人
住所氏名
	着工年月日
竣工年月日
	備考

	
	
	円
	円
	
	
	
	


（注）１請負契約書に基づき、１契約書ごとに記入すること。                        
２請負契約に変更があったときは、当該年度の最後の設計金額及びこれに対する請
負金額を下段に記入し、当初の設計金額及びこれに対する請負金額を上段に記入す
ること。                                                                  
３随意契約の場合は、備考にその理由を記入すること。    
３　直営調書
	
	材料費
	燃料費
	労務費
	その他
	　　計
	備　考

	
	円
	円
	円
	円
	円
	


（注）１その他の経費の内訳を、備考に記入すること。                              
      　 　　２工事雑費以外の経費を記入すること。                                      
                                                                                       　　　４　工事雑費調書

	科目
	数量
	金額
	備　　考

	
	
	円
	


（注）科目は、補助事業実施のために直接必要な経費を記入すること。                 
                                                                                       　　 ５　事務費調書
	科目
	数量
	金額
	備　　考

	
	
	円
	


別記第５４号様式（別表第１関係）削除

別記第５５号様式（別表第１関係）削除　

別記第５６号様式（別表第１関係）削除

別記第５７号様式（事業実績関係）削除

第５８号様式（別表第１関係）削除　

　　                                                           
第５９号様式（別表第１関係）
                経  費  の  配  分  及  び  事  業  計  画  の  概  要
	事  業  名
	
	地区名
(事業主体)
	（               ）
	施行年度
	年度 ～    年度
	(単位：円)

	費目
	工種
	総量
	前年度まで
	本年度
	翌年度以降
	備考

	
	
	事業量
	事業費
	事業量
	事業費
	事業量
	事業費
	国庫
補助金
	国庫
補助率
	国庫補助金以外の財源
	事業量
	事業費
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	県費


	市町村
	土地改
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	良区、
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	費
	その他
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


第６０号様式（別表第１関係）削除
第６１号様式（別表第１関係）削除
第６２号様式（別表第１関係）削除

第６３号様式（別表第１関係）削除
第６４号様式（別表第１関係）削除

第６５号様式（別表第１関係）     
                    事  業  計  画  （  実  績  ）  書
１　活動内容

	
	


２　事業主体
	名称
	所在地
	代表者名

	
	
	


３　事業内容
（１）土地利用調整活動
	農家意向調査
	組織育成強化調整
	農地流動化調整

	延　        　  日・人
	延　        　  日・人
	延　        　  日・人


（２）土地利用推進活動
	事業推進検討会
	生産組織育成強化
	農業機械利用再編

	延　　　　　　　　回
	延　　　　　　　　回
	延　　　　　　　　回


（３）経費
	費目
	科目
	金額
	備考

	
	節
	区分
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


第６６号様式（別表第１関係）
農業水利施設管理強化事業計画（実績）書
                                                                事業主体名                    
	管理者名
	施  設  名
	所        在        地
	規模・構造
	種別
	事業費

	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


（注）１「管理者名」欄は、施設管理者の土地改良区等名を記載すること。
２「施設名」欄は、頭首工、用排水機場等の事業実施施設名を記載すること。
      ３「所在地」欄は、事業実施施設の所在地名を記載すること。

４「種別」は事業の内容を記載すること。（管理保全もしくは予防保全）
      ５  添付書類として、農業水利施設管理強化事業資金拠出約款を提出すること。
第６７号様式（別表第１関係）
基幹的農業用水路強靭化事業計画（実績）書
	　ア　データベースの蓄積・更新
	（単位：千円）

	作業種別
	データ数
	事業費
	補助額
	備考

	
	
	円
	円
	

	
	
	円
	円
	

	計
	
	円
	円
	

	　イ　技術研修会・現地指導
	（単位：千円）

	年月
	活動内容
	事業費
	補助額
	備考

	
	
	
	
	

	計
	円
	円
	

	　ウ　簡易診断および対策指導
	（単位：千円）

	簡易診断地区
	指導内容
	事業費
	補助額
	備考

	
	
	
	
	

	計
	円
	円
	

	合計
	　　　円
	　　　円
	


（注）

１、欄に収まらない場合は、別記とすることができる。

２、技術研修会を実施する（した）場合、活動内容欄に研修科目、予定（実績）日数、受講者予定（実績）数等を記載すること。

３、事業実施に係る詳細積算内訳書を添付すること。

　　　　　　基幹的農業用水路強靭化事業　　　詳細積算内訳書

	作業項目
	数量
	単位
	金額
	備考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


第６８号様式（別表第１関係）
　　　　年度　　○○事業計画書（事業実績書）
１　事業対象地区名（市町村名）
　　　

２　事業計画（工種別出来高調書）
	対象事業名
	路線名
	区分
	施行箇所
	工事名
	数量
	促進費対象金額
	着手完了
年　月　日
	備　考

	
	
	
	
	
	
	事業費
	地　　　元
負　担　金
	促進費
	
	

	
	
	
	
	
	
	円
	％
	円
	％
	円
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	


（注）「区分」欄は、事業種類を記載すること。

３　経費の配分

	区　分
	促進費に要する

（要した）経費

＝総事業費

Ａ＋Ｂ＋Ｃ
	負担区分
	備考

	
	
	国費補助金
Ａ
	県費補助金
Ｂ

	その他
Ｃ
	

	担い手農地集積促進事業

中山間地域農業生産基盤整備促進事業
	円
	円
	円
	円
	

	合　　計
	
	
	
	
	


第６９号様式（別表第１関係）
小水力発電活用支援事業（協議会支援型）　事業実施計画書　

	事業担当者名及び連絡先
	事業実施主体名　

	
	氏名（ふりがな）　　　　

	
	所属（部署名等）　　　　

	
	所在地　　　　　

	
	電話番号　
	FAX　

	
	メールアドレス　

	（１）事業の概要

	

	（２）活動支援内容

	

	（３）事業実施のスケジュール

	


（注）

１、欄に収まらない場合は、別記とすることができる。

第７０号様式（別表第１関係）
[image: image7.emf]積算内訳書

（単位：円）

ア イ ウ エ オ カ キ ク ケ コ サ シ ス セ

金額 賃金

報償費

（謝金）

旅費

需用費

（印刷製本費）

役務費 委託料

使用料及び

賃借料

備品購入費

給与等職員

手当

共済費

（法廷福利費）

補償費 資材購入費 機械賃料 負担金

小水力発電活用支援事業費補助金（協議会支援型）

円 円

①小　　計

改め

③小　　計

改め

単価



数量

経　　費



経　　費　　内　　訳



実施時期

(備考）

内　　容 項　　目

計


第７１号様式（別表第１関係）
小水力発電活用支援事業（協議会支援型）　事業実施報告書

	（１）活動支援実績

	


16-2変更前



		平成　　年度水田法面管理支援事業計画（実績報告）書 ヘイセイ



		１ 事業目的









		２ 担い手育成重点推進地域

		地域名								耕地面積(ha)		地域の中心となる経営体

												経営体数		主な経営体名









		３ 事業計画

		施行地区 セコウ チク				対象農地の管理者 タイショウ ノウチ カンリシャ

												認定農
業者の
認定日 ニンテイ ノウ ギョウシャ ニンテイビ		経営面積(ha) ケイエイ メンセキ				カバープラン処理(ha) ショリ

																うち機構活用面積 キコウ カツヨウ メンセキ

																		うち農地
面積 ノウチ メンセキ

																				うち処理
面積 ショリ メンセキ











		合計 ゴウケイ



		４ 事業費

		施行地区 セコウ チク		事業量 ジギョウリョウ		単価 タンカ		事業費 ジギョウヒ		内訳(円) ウチワケ エン								施工期間 セコウ キカン

				(㎡)		(円／㎡)		(円) エン		県費 ケンピ		市町村費 シチョウソン ヒ		自己負担 ジコ フタン		その他 タ		着工予定日 チャッコウ ヨテイビ		施行予定日 セコウ ヨテイビ















		５ 添付資料 テンプ シリョウ

		(１)位置図 イチ ズ

		(２)見積書 ミツモリショ

		(３)対象者の認定農業者証の写し タイショウシャ ニンテイ ノウギョウシャ ショウ ウツ

		(４)その他必要な資料 タ ヒツヨウ シリョウ

		※位置図には担い手重点推進地域のエリア及び施行箇所を示すこと イチズ ニナ テ ジュウテン スイシン チイキ オヨ セコウ カショ シメ





16-2変更後



		　　　　年度水田法面管理支援事業計画（実績報告）書



		１ 事業目的









		２ 担い手育成重点推進地域

		地域名								耕地面積(ha)		地域の中心となる経営体

												経営体数		主な経営体名









		３ 事業計画

		施行地区 セコウ チク				対象農地の管理者 タイショウ ノウチ カンリシャ

												認定農
業者の
認定日 ニンテイ ノウ ギョウシャ ニンテイビ		経営面積(ha) ケイエイ メンセキ				カバープラン処理(ha) ショリ

																うち機構活用面積 キコウ カツヨウ メンセキ

																		うち農地
面積 ノウチ メンセキ

																				うち処理
面積 ショリ メンセキ











		合計 ゴウケイ



		４ 事業費

		施行地区 セコウ チク		事業量 ジギョウリョウ		単価 タンカ		事業費 ジギョウヒ		内訳(円) ウチワケ エン								施工期間 セコウ キカン

				(㎡)		(円／㎡)		(円) エン		県費 ケンピ		市町村費 シチョウソン ヒ		自己負担 ジコ フタン		その他 タ		着工予定日 チャッコウ ヨテイビ		施行予定日 セコウ ヨテイビ















		５ 添付資料 テンプ シリョウ

		(１)位置図 イチ ズ

		(２)見積書 ミツモリショ

		(３)対象者の認定農業者証の写し タイショウシャ ニンテイ ノウギョウシャ ショウ ウツ

		(４)その他必要な資料 タ ヒツヨウ シリョウ

		※位置図には担い手重点推進地域のエリア及び施行箇所を示すこと イチズ ニナ テ ジュウテン スイシン チイキ オヨ セコウ カショ シメ





23-2-1





		　　　　年度土地改良区機能強化支援事業事業計画（実績報告）書 ネンド トチ カイリョウ ク キノウ キョウカ シエン ジギョウ ジギョウケイカク ジッセキ ホウコク ショ

		（受益農地管理強化対策及び換地等技術向上研修） ジュエキ ノウチ カンリ キョウカ タイサク オヨ カンチトウ ギジュツ コウジョウ ケンシュウ



																																																																				岐阜県土地改良事業団体連合会 ギフ ケン トチ カイリョウ ジギョウ ダンタイ レンゴウカイ



		１　受益農地管理強化対策 ジュエキ ノウチ カンリ キョウカ タイサク

		（１）換地選定に関する指導 カンチ センテイ カン シドウ



								項目 コウモク						合計 ゴウケイ								一般指導地区（内訳） イッパン シドウ チク ウチワケ																								重点指導地区（内訳） ジュウテン シドウ チク ウチワケ

																						土地改良区等 トチ カイリョウク トウ						市町村 シチョウソン						その他 タ						小計 ショウケイ						土地改良区等 トチ カイリョウク トウ						市町村 シチョウソン						その他 タ						小計 ショウケイ

		指導地区数 シドウ チク スウ

		指導日数 シドウ ニッスウ



		（２）換地処分未了地区等の解消に関する指導 カンチ ショブン ミリョウ チク トウ カイショウ カン シドウ



		指導地区数 シドウ チク スウ														内訳 ウチワケ

																前年度末現在で補助が打ち切られている地区数 ゼンネンドマツ ゲンザイ ホジョ ウ キ チク スウ																本年度末で補助が打ち切られた地区数 ホンネンド マツ ホジョ ウ キ チク スウ																換地処分未了地区等となるおそれのある地区数 カンチ ショブン ミリョウ チク トウ チク スウ



										（ 　 ）														（ 　 ）																（ 　 ）																（ 　 ）

										（ 　 ）																																														（ 　 ）

		区分 クブン						指導換地区名 シドウ カン チクメイ												指導対象団体名 シドウ タイショウ ダンタイメイ														指導の概要 シドウ ガイヨウ																														指導日数 シドウ ニッスウ







		※別記付表の換地処分未了地区等指導台帳を添付すること。 ベッキ フヒョウ ミリョウ チク トウ



		（３）財産管理制度活用に関する指導 ザイサン カンリ セイド カツヨウ カン シドウ



				ア　普及・啓発活動 フキュウ ケイハツ カツドウ

						対象地区名 タイショウ チクメイ										対象団体名 タイショウ ダンタイメイ										普及・啓発活動の概要 フキュウ ケイハツ カツドウ ガイヨウ																																		活動日数 カツドウ ニッスウ





				イ　制度活用指導 セイド カツヨウ シドウ

						（ア）換地業務の実施に支障が生じている地区 カンチギョウム ジッシ シショウ ショウ チク

						指導地区名 シドウ チクメイ										指導団体名 シドウ ダンタイメイ										指導の概要 シドウ ガイヨウ																																		指導日数 シドウ ニッスウ





						（イ）土地改良事業の実施に支障が生じている地区 トチカイリョウジギョウ ジッシ シショウ ショウ チク

						指導地区名 シドウ チクメイ										指導団体名 シドウ ダンタイメイ										指導の概要 シドウ ガイヨウ																																		指導日数 シドウ ニッスウ







		（４）交換分合等による農用地の利用集積に関する指導 コウカン ブンゴウ トウ ノウヨウチ リヨウ シュウセキ カン シドウ

		　 ア　交換分合推進対策 コウカン ブンゴウ スイシン タイサク

		  　 交換分合を実施又は予定している事業主体等に対する助言・指導 コウカン ブンゴウ ジッシ マタ ヨテイ ジギョウ シュタイ トウ タイ ジョゲン シドウ

						対象地区名 タイショウ チクメイ										対象団体名 タイショウ ダンタイメイ										助言・指導の概要 ジョゲン シドウ ガイヨウ																																		助言・指導日数 ジョゲン シドウ ニッスウ



















































































































































































































































































































































23-2 -2

				イ　農用地利用集積推進対策 ノウヨウチ リヨウ シュウセキ スイシン タイサク

				（ア）本年度指導地区の実績 ホンネンド シドウ チク ジッセキ

						推進会議開催回数 スイシン カイギ カイサイ カイスウ																換地専門指導員数 カンチ センモン シドウイン スウ																指導地区数 シドウ チク スウ



						指導地区名 シドウ チクメイ																指導の概要 シドウ ガイヨウ																																				指導日数 シドウ ニッスウ						実施年/指導計画年 ジッシ ネン シドウ ケイカク ネン









				（イ）本年度指導終了地区の集計表 ホンネンド シドウ シュウリョウ チク シュウケイヒョウ



																						地区数 チク スウ						地区の農地面積（ha） チク ノウチ メンセキ								担い手の
農地面積
（ha） ニナ テ ノウチ メンセキ												担い手の
農地集積率
（％） ニナ テ ノウチ シュウセキ リツ												農家戸数 ノウカ コスウ				担い手数 ニナ テ スウ





						基盤整備事業実施前 キバン セイビ ジギョウ ジッシマエ

						基盤整備事業実施後 キバン セイビ ジギョウ ジッシゴ

						本対策実施前 ホンタイサク ジッシマエ

						本対策実施後 ホンタイサク ジッシゴ

						※別紙様式第１１号の農用地利用集積推進対策地区調書を添付すること。 ベッシ ヨウシキ ダイ ゴウ ノウヨウチ



		２　換地等技術向上研修 カンチトウ ギジュツ コウジョウ ケンシュウ

				（１）換地事務に関する研修 カンチ ジム カン ケンシュウ

						ア　換地技術者の把握 カンチ ギジュツシャ ハアク



																				地方連合会 チホウ レンゴウカイ								土地改良区等 トチ カイリョウク トウ								都道府県・市町村 トドウフケン シチョウソン								換地業者等 カンチ ギョウシャ トウ								その他 タ								計 ケイ

						土地改良換地士 トチ カイリョウ カンチシ

						一般換地技術者 イッパン カンチ ギジュツシャ														3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ





						イ　翌年度の換地事務量等及び換地事務量等の見通し ヨクネンド カンチ ジム リョウ トウ オヨ カンチ ジムリョウ トウ ミトオ

						　　別紙様式第２８号の換地処理見込表を添付すること。 ベッシ ヨウシキ ダイ ゴウ カンチ ショリ ミコミヒョウ テンプ



				　ウ　各種研修実績 カクシュ ケンシュウ ジッセキ



												項目 コウモク						実施の有無 ジッシ ウム				開催回数 カイサイ カイスウ				延べ開催日数 ノ カイサイ ニッスウ				受講者数（内訳） ジュコウシャ スウ ウチワケ																																うち換地技術者等数 カンチ ギジュツ シャ トウ スウ

																														地方連合会 チホウ レンゴウカイ				市町村 シチョウソン				土地改良区等 トチ カイリョウク トウ				換地委員（準備委員） カンチ イイン ジュンビ イイン				事業推進委員 ジギョウ スイシン イイン				土地改良区等役員 トチ カイリョウク トウヤクイン				その他 タ				合計 ゴウケイ				土地改良換地士 トチ カイリョウ カンチシ				一般換地技術者 イッパン カンチ ギジュツ シャ





						新規担当者研修 シンキ タントウシャ ケンシュウ

						換地計画実務研修 カンチ ケイカク ジツム ケンシュウ

						換地委員等実務研修 カンチ イイン トウ ジツム ケンシュウ

						合計 ゴウケイ



				（２）交換分合に関する研修 コウカン ブンゴウ カン ケンシュウ

				　		交換分合実務研修及び講習の計画 コウカン ブンゴウ ジツム ケンシュウ オヨ コウシュウ ケイカク

						区分 クブン						開催日数 カイサイ ニッスウ								受講者数（内訳） ジュコウシャ スウ ウチワケ

																				農業委員会 ノウギョウ イインカイ										土地改良区等 トチ カイリョウク トウ										市町村 シチョウソン										その他 タ										合計 ゴウケイ

						研修 ケンシュウ

						講習 コウシュウ
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16-2変更前



		平成　　年度水田法面管理支援事業計画（実績報告）書 ヘイセイ



		１ 事業目的









		２ 担い手育成重点推進地域

		地域名								耕地面積(ha)		地域の中心となる経営体

												経営体数		主な経営体名









		３ 事業計画

		施行地区 セコウ チク				対象農地の管理者 タイショウ ノウチ カンリシャ

												認定農
業者の
認定日 ニンテイ ノウ ギョウシャ ニンテイビ		経営面積(ha) ケイエイ メンセキ				カバープラン処理(ha) ショリ

																うち機構活用面積 キコウ カツヨウ メンセキ

																		うち農地
面積 ノウチ メンセキ

																				うち処理
面積 ショリ メンセキ











		合計 ゴウケイ



		４ 事業費

		施行地区 セコウ チク		事業量 ジギョウリョウ		単価 タンカ		事業費 ジギョウヒ		内訳(円) ウチワケ エン								施工期間 セコウ キカン

				(㎡)		(円／㎡)		(円) エン		県費 ケンピ		市町村費 シチョウソン ヒ		自己負担 ジコ フタン		その他 タ		着工予定日 チャッコウ ヨテイビ		施行予定日 セコウ ヨテイビ















		５ 添付資料 テンプ シリョウ

		(１)位置図 イチ ズ

		(２)見積書 ミツモリショ

		(３)対象者の認定農業者証の写し タイショウシャ ニンテイ ノウギョウシャ ショウ ウツ

		(４)その他必要な資料 タ ヒツヨウ シリョウ

		※位置図には担い手重点推進地域のエリア及び施行箇所を示すこと イチズ ニナ テ ジュウテン スイシン チイキ オヨ セコウ カショ シメ





16-2変更後



		　　　　年度水田法面管理支援事業計画（実績報告）書



		１ 事業目的









		２ 担い手育成重点推進地域

		地域名								耕地面積(ha)		地域の中心となる経営体

												経営体数		主な経営体名









		３ 事業計画

		施行地区 セコウ チク				対象農地の管理者 タイショウ ノウチ カンリシャ

												認定農
業者の
認定日 ニンテイ ノウ ギョウシャ ニンテイビ		経営面積(ha) ケイエイ メンセキ				カバープラン処理(ha) ショリ

																うち機構活用面積 キコウ カツヨウ メンセキ

																		うち農地
面積 ノウチ メンセキ

																				うち処理
面積 ショリ メンセキ











		合計 ゴウケイ



		４ 事業費

		施行地区 セコウ チク		事業量 ジギョウリョウ		単価 タンカ		事業費 ジギョウヒ		内訳(円) ウチワケ エン								施工期間 セコウ キカン

				(㎡)		(円／㎡)		(円) エン		県費 ケンピ		市町村費 シチョウソン ヒ		自己負担 ジコ フタン		その他 タ		着工予定日 チャッコウ ヨテイビ		施行予定日 セコウ ヨテイビ















		５ 添付資料 テンプ シリョウ

		(１)位置図 イチ ズ

		(２)見積書 ミツモリショ

		(３)対象者の認定農業者証の写し タイショウシャ ニンテイ ノウギョウシャ ショウ ウツ

		(４)その他必要な資料 タ ヒツヨウ シリョウ

		※位置図には担い手重点推進地域のエリア及び施行箇所を示すこと イチズ ニナ テ ジュウテン スイシン チイキ オヨ セコウ カショ シメ





23-2-1





		　　　　年度土地改良区体制強化事業実績報告書 ネンド トチ カイリョウ ク タイセイ キョウカ ジギョウ ジッセキ ホウコクショ

		（受益農地管理強化対策及び換地等技術向上研修） ジュエキ ノウチ カンリ キョウカ タイサク オヨ カンチトウ ギジュツ コウジョウ ケンシュウ



																																																																				岐阜県土地改良事業団体連合会 ギフ ケン トチ カイリョウ ジギョウ ダンタイ レンゴウカイ



		１　受益農地管理強化対策 ジュエキ ノウチ カンリ キョウカ タイサク

		（１）換地選定に関する指導 カンチ センテイ カン シドウ



								項目 コウモク						合計 ゴウケイ								一般指導地区（内訳） イッパン シドウ チク ウチワケ																								重点指導地区（内訳） ジュウテン シドウ チク ウチワケ

																						土地改良区等 トチ カイリョウク トウ						市町村 シチョウソン						その他 タ						小計 ショウケイ						土地改良区等 トチ カイリョウク トウ						市町村 シチョウソン						その他 タ						小計 ショウケイ

		指導地区数 シドウ チク スウ

		指導日数 シドウ ニッスウ



		（２）換地処分未了地区等の解消に関する指導 カンチ ショブン ミリョウ チク トウ カイショウ カン シドウ



		指導地区数 シドウ チク スウ														内訳 ウチワケ

																前年度末現在で補助が打ち切られている地区数 ゼンネンドマツ ゲンザイ ホジョ ウ キ チク スウ																本年度末で補助が打ち切られた地区数 ホンネンド マツ ホジョ ウ キ チク スウ																換地処分未了地区等となるおそれのある地区数 カンチ ショブン ミリョウ チク トウ チク スウ



										（ 　 ）														（ 　 ）																（ 　 ）																（ 　 ）

										（ 　 ）																																														（ 　 ）

		区分 クブン						指導換地区名 シドウ カン チクメイ												指導対象団体名 シドウ タイショウ ダンタイメイ														指導の概要 シドウ ガイヨウ																														指導日数 シドウ ニッスウ







		※別紙様式第10号の換地処分未了地区等指導台帳を添付すること。 ベッシ ヨウシキ ダイ ゴウ ミリョウ チク トウ



		（３）財産管理制度活用に関する指導 ザイサン カンリ セイド カツヨウ カン シドウ



				ア　普及・啓発活動 フキュウ ケイハツ カツドウ

						対象地区名 タイショウ チクメイ										対象団体名 タイショウ ダンタイメイ										普及・啓発活動の概要 フキュウ ケイハツ カツドウ ガイヨウ																																		活動日数 カツドウ ニッスウ





				イ　制度活用指導 セイド カツヨウ シドウ

						指導地区名 シドウ チクメイ										指導団体名 シドウ ダンタイメイ										指導の概要 シドウ ガイヨウ																																		指導日数 シドウ ニッスウ







		（４）交換分合等による農用地の利用集積に関する指導 コウカン ブンゴウ トウ ノウヨウチ リヨウ シュウセキ カン シドウ

		　 ア　交換分合推進対策 コウカン ブンゴウ スイシン タイサク

		  　 交換分合を実施又は予定している事業主体等に対する助言・指導 コウカン ブンゴウ ジッシ マタ ヨテイ ジギョウ シュタイ トウ タイ ジョゲン シドウ

						対象地区名 タイショウ チクメイ										対象団体名 タイショウ ダンタイメイ										助言・指導の概要 ジョゲン シドウ ガイヨウ																																		助言・指導日数 ジョゲン シドウ ニッスウ



















































































































































































































































































































































23-2 -2

				イ　農用地利用集積推進対策 ノウヨウチ リヨウ シュウセキ スイシン タイサク

				（ア）本年度指導地区の実績 ホンネンド シドウ チク ジッセキ

						推進会議開催回数 スイシン カイギ カイサイ カイスウ																換地専門指導員数 カンチ センモン シドウイン スウ																指導地区数 シドウ チク スウ



						指導地区名 シドウ チクメイ																指導の概要 シドウ ガイヨウ																																				指導日数 シドウ ニッスウ						実施年/指導計画年 ジッシ ネン シドウ ケイカク ネン









				（イ）本年度指導終了地区の集計表 ホンネンド シドウ シュウリョウ チク シュウケイヒョウ



																						地区数 チク スウ						地区の農地面積（ha） チク ノウチ メンセキ								担い手の
農地面積
（ha） ニナ テ ノウチ メンセキ												担い手の
農地集積率
（％） ニナ テ ノウチ シュウセキ リツ												農家戸数 ノウカ コスウ				担い手数 ニナ テ スウ





						基盤整備事業実施前 キバン セイビ ジギョウ ジッシマエ

						基盤整備事業実施後 キバン セイビ ジギョウ ジッシゴ

						本対策実施前 ホンタイサク ジッシマエ

						本対策実施後 ホンタイサク ジッシゴ

						※別記付表の農用地利用集積推進対策地区調書を添付すること。 ベツ キ フヒョウ ノウヨウチ



		２　換地等技術向上研修 カンチトウ ギジュツ コウジョウ ケンシュウ

				（１）換地事務に関する研修 カンチ ジム カン ケンシュウ

						ア　換地技術者の把握 カンチ ギジュツシャ ハアク



																				地方連合会 チホウ レンゴウカイ								土地改良区等 トチ カイリョウク トウ								都道府県・市町村 トドウフケン シチョウソン								換地業者等 カンチ ギョウシャ トウ								その他 タ								計 ケイ

						土地改良換地士 トチ カイリョウ カンチシ

						一般換地技術者 イッパン カンチ ギジュツシャ														3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ





						イ　翌年度の換地事務量等及び換地事務量等の見通し ヨクネンド カンチ ジム リョウ トウ オヨ カンチ ジムリョウ トウ ミトオ

						　　別記付表の換地処理見込表を添付すること。 ベッキフヒョウ カンチ ショリ ミコミヒョウ テンプ



				　ウ　各種研修計画（実績） カクシュ ケンシュウ ケイカク ジッセキ



												項目 コウモク						実施の有無 ジッシ ウム				開催回数 カイサイ カイスウ				延べ開催日数 ノ カイサイ ニッスウ				受講者数（内訳） ジュコウシャ スウ ウチワケ																																うち換地技術者等数 カンチ ギジュツ シャ トウ スウ

																														地方連合会 チホウ レンゴウカイ				市町村 シチョウソン				土地改良区等 トチ カイリョウク トウ				換地委員（準備委員） カンチ イイン ジュンビ イイン				事業推進委員 ジギョウ スイシン イイン				土地改良区等役員 トチ カイリョウク トウヤクイン				その他 タ				合計 ゴウケイ				土地改良換地士 トチ カイリョウ カンチシ				一般換地技術者 イッパン カンチ ギジュツ シャ





						新規担当者研修 シンキ タントウシャ ケンシュウ

						換地計画実務研修 カンチ ケイカク ジツム ケンシュウ

						換地委員等実務研修 カンチ イイン トウ ジツム ケンシュウ

						合計 ゴウケイ



				（２）交換分合に関する研修 コウカン ブンゴウ カン ケンシュウ

				　		交換分合実務研修及び講習の計画（実績） コウカン ブンゴウ ジツム ケンシュウ オヨ コウシュウ ケイカク ジッセキ

						区分 クブン						開催日数 カイサイ ニッスウ								受講者数（内訳） ジュコウシャ スウ ウチワケ

																				農業委員会 ノウギョウ イインカイ										土地改良区等 トチ カイリョウク トウ										市町村 シチョウソン										その他 タ										合計 ゴウケイ

						研修 ケンシュウ

						講習 コウシュウ
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16-2変更前



		平成　　年度水田法面管理支援事業計画（実績報告）書ヘイセイ



		１ 事業目的









		２ 担い手育成重点推進地域

		地域名								耕地面積(ha)		地域の中心となる経営体

												経営体数		主な経営体名









		３ 事業計画

		施行地区セコウチク				対象農地の管理者タイショウノウチカンリシャ

												認定農
業者の
認定日ニンテイノウギョウシャニンテイビ		経営面積(ha)ケイエイメンセキ				カバープラン処理(ha)ショリ

																うち機構活用面積キコウカツヨウメンセキ

																		うち農地
面積ノウチメンセキ

																				うち処理
面積ショリメンセキ











		合計ゴウケイ



		４ 事業費

		施行地区セコウチク		事業量ジギョウリョウ		単価タンカ		事業費ジギョウヒ		内訳(円)ウチワケエン								施工期間セコウキカン

				(㎡)		(円／㎡)		(円)エン		県費ケンピ		市町村費シチョウソンヒ		自己負担ジコフタン		その他タ		着工予定日チャッコウヨテイビ		施行予定日セコウヨテイビ















		５ 添付資料テンプシリョウ

		(１)位置図イチズ

		(２)見積書ミツモリショ

		(３)対象者の認定農業者証の写しタイショウシャニンテイノウギョウシャショウウツ

		(４)その他必要な資料タヒツヨウシリョウ

		※位置図には担い手重点推進地域のエリア及び施行箇所を示すことイチズニナテジュウテンスイシンチイキオヨセコウカショシメ





16-2変更後



		　　　　年度水田法面管理支援事業計画（実績報告）書



		１ 事業目的









		２ 担い手育成重点推進地域

		地域名								耕地面積(ha)		地域の中心となる経営体

												経営体数		主な経営体名









		３ 事業計画

		施行地区セコウチク				対象農地の管理者タイショウノウチカンリシャ

												認定農
業者の
認定日ニンテイノウギョウシャニンテイビ		経営面積(ha)ケイエイメンセキ				カバープラン処理(ha)ショリ

																うち機構活用面積キコウカツヨウメンセキ

																		うち農地
面積ノウチメンセキ

																				うち処理
面積ショリメンセキ











		合計ゴウケイ



		４ 事業費

		施行地区セコウチク		事業量ジギョウリョウ		単価タンカ		事業費ジギョウヒ		内訳(円)ウチワケエン								施工期間セコウキカン

				(㎡)		(円／㎡)		(円)エン		県費ケンピ		市町村費シチョウソンヒ		自己負担ジコフタン		その他タ		着工予定日チャッコウヨテイビ		施行予定日セコウヨテイビ















		５ 添付資料テンプシリョウ

		(１)位置図イチズ

		(２)見積書ミツモリショ

		(３)対象者の認定農業者証の写しタイショウシャニンテイノウギョウシャショウウツ

		(４)その他必要な資料タヒツヨウシリョウ

		※位置図には担い手重点推進地域のエリア及び施行箇所を示すことイチズニナテジュウテンスイシンチイキオヨセコウカショシメ





23-2-1





		　　　　年度土地改良区体制強化事業実績報告書ネンドトチカイリョウクタイセイキョウカジギョウジッセキホウコクショ

		（受益農地管理強化対策及び換地等技術向上研修）ジュエキノウチカンリキョウカタイサクオヨカンチトウギジュツコウジョウケンシュウ



																																																																				岐阜県土地改良事業団体連合会ギフケントチカイリョウジギョウダンタイレンゴウカイ



		１　受益農地管理強化対策ジュエキノウチカンリキョウカタイサク

		（１）換地選定に関する指導カンチセンテイカンシドウ



								項目コウモク						合計ゴウケイ								一般指導地区（内訳）イッパンシドウチクウチワケ																								重点指導地区（内訳）ジュウテンシドウチクウチワケ

																						土地改良区等トチカイリョウクトウ						市町村シチョウソン						その他タ						小計ショウケイ						土地改良区等トチカイリョウクトウ						市町村シチョウソン						その他タ						小計ショウケイ

		指導地区数シドウチクスウ

		指導日数シドウニッスウ



		（２）換地処分未了地区等の解消に関する指導カンチショブンミリョウチクトウカイショウカンシドウ



		指導地区数シドウチクスウ														内訳ウチワケ

																前年度末現在で補助が打ち切られている地区数ゼンネンドマツゲンザイホジョウキチクスウ																本年度末で補助が打ち切られた地区数ホンネンドマツホジョウキチクスウ																換地処分未了地区等となるおそれのある地区数カンチショブンミリョウチクトウチクスウ



										（ 　 ）														（ 　 ）																（ 　 ）																（ 　 ）

										（ 　 ）																																														（ 　 ）

		区分クブン						指導換地区名シドウカンチクメイ												指導対象団体名シドウタイショウダンタイメイ														指導の概要シドウガイヨウ																														指導日数シドウニッスウ







		※別紙様式第10号の換地処分未了地区等指導台帳を添付すること。ベッシヨウシキダイゴウミリョウチクトウ



		（３）財産管理制度活用に関する指導ザイサンカンリセイドカツヨウカンシドウ



				ア　普及・啓発活動フキュウケイハツカツドウ

						対象地区名タイショウチクメイ										対象団体名タイショウダンタイメイ										普及・啓発活動の概要フキュウケイハツカツドウガイヨウ																																		活動日数カツドウニッスウ





				イ　制度活用指導セイドカツヨウシドウ

						指導地区名シドウチクメイ										指導団体名シドウダンタイメイ										指導の概要シドウガイヨウ																																		指導日数シドウニッスウ







		（４）交換分合等による農用地の利用集積に関する指導コウカンブンゴウトウノウヨウチリヨウシュウセキカンシドウ

		　 ア　交換分合推進対策コウカンブンゴウスイシンタイサク

		  　 交換分合を実施又は予定している事業主体等に対する助言・指導コウカンブンゴウジッシマタヨテイジギョウシュタイトウタイジョゲンシドウ

						対象地区名タイショウチクメイ										対象団体名タイショウダンタイメイ										助言・指導の概要ジョゲンシドウガイヨウ																																		助言・指導日数ジョゲンシドウニッスウ

















































































































































































































































23-2 -2

				イ　農用地利用集積推進対策ノウヨウチリヨウシュウセキスイシンタイサク

				（ア）本年度指導地区の実績ホンネンドシドウチクジッセキ

						推進会議開催回数スイシンカイギカイサイカイスウ																換地専門指導員数カンチセンモンシドウインスウ																指導地区数シドウチクスウ



						指導地区名シドウチクメイ																指導の概要シドウガイヨウ																																				指導日数シドウニッスウ						実施年/指導計画年ジッシネンシドウケイカクネン









				（イ）本年度指導終了地区の集計表ホンネンドシドウシュウリョウチクシュウケイヒョウ



																						地区数チクスウ						地区の農地面積（ha）チクノウチメンセキ								担い手の
農地面積
（ha）ニナテノウチメンセキ												担い手の
農地集積率
（％）ニナテノウチシュウセキリツ												農家戸数ノウカコスウ				担い手数ニナテスウ





						基盤整備事業実施前キバンセイビジギョウジッシマエ

						基盤整備事業実施後キバンセイビジギョウジッシゴ

						本対策実施前ホンタイサクジッシマエ

						本対策実施後ホンタイサクジッシゴ

						※別紙様式第１１号の農用地利用集積推進対策地区調書を添付すること。ベッシヨウシキダイゴウノウヨウチ



		２　換地等技術向上研修カンチトウギジュツコウジョウケンシュウ

				（１）換地事務に関する研修カンチジムカンケンシュウ

						ア　換地技術者の把握カンチギジュツシャハアク



																				地方連合会チホウレンゴウカイ								土地改良区等トチカイリョウクトウ								都道府県・市町村トドウフケンシチョウソン								換地業者等カンチギョウシャトウ								その他タ								計ケイ

						土地改良換地士トチカイリョウカンチシ

						一般換地技術者イッパンカンチギジュツシャ														3年未満ネンミマン				3年以上ネンイジョウ				3年未満ネンミマン				3年以上ネンイジョウ				3年未満ネンミマン				3年以上ネンイジョウ				3年未満ネンミマン				3年以上ネンイジョウ				3年未満ネンミマン				3年以上ネンイジョウ				3年未満ネンミマン				3年以上ネンイジョウ





						イ　翌年度の換地事務量等及び換地事務量等の見通しヨクネンドカンチジムリョウトウオヨカンチジムリョウトウミトオ

						　　別紙様式第２８号の換地処理見込表を添付すること。ベッシヨウシキダイゴウカンチショリミコミヒョウテンプ



				　ウ　各種研修実績カクシュケンシュウジッセキ



												項目コウモク						実施の有無ジッシウム				開催回数カイサイカイスウ				延べ開催日数ノカイサイニッスウ				受講者数（内訳）ジュコウシャスウウチワケ																																うち換地技術者等数カンチギジュツシャトウスウ

																														地方連合会チホウレンゴウカイ				市町村シチョウソン				土地改良区等トチカイリョウクトウ				換地委員（準備委員）カンチイインジュンビイイン				事業推進委員ジギョウスイシンイイン				土地改良区等役員トチカイリョウクトウヤクイン				その他タ				合計ゴウケイ				土地改良換地士トチカイリョウカンチシ				一般換地技術者イッパンカンチギジュツシャ





						新規担当者研修シンキタントウシャケンシュウ

						換地計画実務研修カンチケイカクジツムケンシュウ

						換地委員等実務研修カンチイイントウジツムケンシュウ

						合計ゴウケイ



				（２）交換分合に関する研修コウカンブンゴウカンケンシュウ

				　		交換分合実務研修及び講習の計画コウカンブンゴウジツムケンシュウオヨコウシュウケイカク

						区分クブン						開催日数カイサイニッスウ								受講者数（内訳）ジュコウシャスウウチワケ

																				農業委員会ノウギョウイインカイ										土地改良区等トチカイリョウクトウ										市町村シチョウソン										その他タ										合計ゴウケイ

						研修ケンシュウ

						講習コウシュウ







































































































































































































































別記付表１

				別記付表ベッキフヒョウ

																　　　　年度　換地処分未了地区等指導台帳ネンドヘイネンドカンチショブンミリョウチクトウシドウダイチョウ																						岐阜県土地改良事業団体連合会ギフケントチカイリョウジギョウダンタイレンゴウカイ

																																						年　　月　　日ネンツキニチ

				一元化前後等の別：イチゲンカゼンゴトウベツ						区分：クブン

				都道府
県名トフケンメイメイ		関係
市町村名		地区名チクメイ		事業主体名		事業主体別コトギョウシュタイベツ		工期						換地費の補助の最終年度カンチヒサイシュウ		地区面積		換地区名		換地区
面積		関係権利者数(名）		換地処分未了理由ミリョウ		未了理由番号ミリョウリユウ		今後の処理方針		換地処分見込年度ミコミネンド		備       考

														（年度）ネンド								(ha)

																～



				換地業務主体カンチギョウムシュタイ				中津川市ナカツ						事業計画上の換地処分予定年度ジギョウケイカクジョウカンチショブンヨテイネンド										平成元年度ヘイセイガンネンド				活　動　実　績　・　活　動　計　画　等カツドウジツイサオカツドウケイガトウ

				換　地　処　分　推　進　体　制カンチトコロブンスイススムカラダセイ																								前年度までゼンネンド				本年度ホンネンド				翌年度以降ヨクネンドイコウ

























				未　了　の　原　因　及　び　現　状　（　経　緯　を　含　む　）ミリョウハラインオヨウツツジョウキョウイフク																												　　　　　　　　　　受　益　農　地　管　理　強　化　委　員　会　の　指　導　方　針ウケエキノウチカンリキョウカイインカイユビシルベホウハリ



																												　















																																　　　　　　　　換　地　専　門　指　導　員　の　指　導　状　況　等カンチアツシモンユビシルベインユビシルベジョウキョウナド





































































２	




別記付表２

		 （記載要領）

		１ 各個別地区の換地処分未了解消計画について具体的に記載すること。

		２ １換地区１葉とすること。

		３「一元化前後等の別」欄には、「一元化後」、「一元化前」、「耕地整理事業」の別を記載すること。

		４「区分」欄には、換地処分が未了である地区は「１」と、換地処分が未了となるおそれのある地区は「２」と記載すること。

		５「事業主体名」欄には、○○県（道、府）、○○市（町、村）、○○農協、共同施行等、具体的に記載すること。

		６「事業主体別」欄には、県営事業は「１」と、県営事業以外は「２」と記載すること。

		７「工期」欄は、事業計画書において、換地処分が終了するまでの期間を記載すること。

		８「換地費の補助の最終年度」欄には、換地費の補助の最終年度を、昭和60年度の場合には「S60」、平成28年度の場合には「H28」、令和10年度の場合は「R10」と半角で記載することレイワネンドバアイ

		　とし、換地費の補助を受けていない場合は「非補助」と記載すること。

		　　なお、「換地業務指導等要領（昭和62年11月２日付け62構改Ｂ第1167号農林水産省構造改善局長通知）」の「６　換地業務に係る補助の取扱い」において、「換地業務の遅延理由が

		　別表に掲げるものに該当するものにあっては、工事完了年度の翌々年度の換地費についても補助することができる」と規定されているので、「工期」の完了年度と「換地費の補助が打

		　ち切られた年度」が異なる場合もあるので注意すること。

		　また、換地費の繰り越しがあった場合は、繰り越された年度まで換地費の補助があったものとして整理すること。

		９「換地処分未了理由」欄には、具体的かつ簡潔に理由を記載すること。

		10「未了理由番号」欄には、下表から該当する番号を記載することとし、理由が複数ある場合は、影響がある順に３つまで記載すること。（例、「２」、「７②」など）



		未了理由番号ミリョウリユウバンゴウ		未了理由ミリョウリユウ		内容ナイヨウ		未了理由番号ミリョウリユウバンゴウ		未了理由ミリョウリユウ		内容ナイヨウ

		1		換地計画原案等に対する不満		一時利用地の指定を除く権利者会議
の不備フビ		2		一時利用地の指定に対する不満		一時利用地の指定に対する不満

		3		工事の施工に対する不満		工事の施工に対する不満		4		換地計画に対する不同意		換地計画に対する不同意

		5		換地計画書に対する異議申立て等		公告及び縦覧された換地計画に対す
る異議申立て又は異議の申出（法律
に基づくもの）並びに訴訟		6		一時利用地の指定に対する審査請求		一時利用地の指定に対する審査請求（法律に基づくもの）及び訴訟

		7①		換地業務の遅延		選定調整		7②		換地業務の遅延		相続登記、分筆登記の遅れ

		7③				国公有地払い下げ処理（廃川敷地
の払い下げを含む）		7④				国公有地の地区編入

		7⑤				市町村界、字界変更手続き		7⑥				境界確定、地図訂正（業務の流れ）

		7⑦				境界紛争が生じている		7⑧				清算金の調整

		7⑨				業務体制の不備		7⑩		確定測量の遅れ		非農用地に関する調整の遅れ（同
意取得の遅れ）

		7⑪				その他タ		8		他事業の工事等の遅れ		河川・道路工事等の調整の遅れ

		9		計画変更に伴う遅れ		計画変更に伴う遅れ		10		確定測量の遅れ

		11		その他タ		予算の不足、災害等



		11「今後の処理方針」欄には、当該地区の換地処分が未了となる原因を解決するための方針等を、具体的に記載すること。

		12「換地処分見込年度」欄には、例えば平成30年度中ならば「H30」と具体的な年度を記載することとし、見込みが立たない場合は「未定」と記載すること。

		13「備考」欄には、当該地区が換地区を設けている場合には、当該地区内の他換地区との重複三条資格者数や、換地処分が未了である換地区を含めた全換地区数等を記載すること。








16-2変更前



		平成　　年度水田法面管理支援事業計画（実績報告）書 ヘイセイ



		１ 事業目的









		２ 担い手育成重点推進地域

		地域名								耕地面積(ha)		地域の中心となる経営体

												経営体数		主な経営体名









		３ 事業計画

		施行地区 セコウ チク				対象農地の管理者 タイショウ ノウチ カンリシャ

												認定農
業者の
認定日 ニンテイ ノウ ギョウシャ ニンテイビ		経営面積(ha) ケイエイ メンセキ				カバープラン処理(ha) ショリ

																うち機構活用面積 キコウ カツヨウ メンセキ

																		うち農地
面積 ノウチ メンセキ

																				うち処理
面積 ショリ メンセキ











		合計 ゴウケイ



		４ 事業費

		施行地区 セコウ チク		事業量 ジギョウリョウ		単価 タンカ		事業費 ジギョウヒ		内訳(円) ウチワケ エン								施工期間 セコウ キカン

				(㎡)		(円／㎡)		(円) エン		県費 ケンピ		市町村費 シチョウソン ヒ		自己負担 ジコ フタン		その他 タ		着工予定日 チャッコウ ヨテイビ		施行予定日 セコウ ヨテイビ















		５ 添付資料 テンプ シリョウ

		(１)位置図 イチ ズ

		(２)見積書 ミツモリショ

		(３)対象者の認定農業者証の写し タイショウシャ ニンテイ ノウギョウシャ ショウ ウツ

		(４)その他必要な資料 タ ヒツヨウ シリョウ

		※位置図には担い手重点推進地域のエリア及び施行箇所を示すこと イチズ ニナ テ ジュウテン スイシン チイキ オヨ セコウ カショ シメ





16-2変更後



		　　　　年度水田法面管理支援事業計画（実績報告）書



		１ 事業目的









		２ 担い手育成重点推進地域

		地域名								耕地面積(ha)		地域の中心となる経営体

												経営体数		主な経営体名









		３ 事業計画

		施行地区 セコウ チク				対象農地の管理者 タイショウ ノウチ カンリシャ

												認定農
業者の
認定日 ニンテイ ノウ ギョウシャ ニンテイビ		経営面積(ha) ケイエイ メンセキ				カバープラン処理(ha) ショリ

																うち機構活用面積 キコウ カツヨウ メンセキ

																		うち農地
面積 ノウチ メンセキ

																				うち処理
面積 ショリ メンセキ











		合計 ゴウケイ



		４ 事業費

		施行地区 セコウ チク		事業量 ジギョウリョウ		単価 タンカ		事業費 ジギョウヒ		内訳(円) ウチワケ エン								施工期間 セコウ キカン

				(㎡)		(円／㎡)		(円) エン		県費 ケンピ		市町村費 シチョウソン ヒ		自己負担 ジコ フタン		その他 タ		着工予定日 チャッコウ ヨテイビ		施行予定日 セコウ ヨテイビ















		５ 添付資料 テンプ シリョウ

		(１)位置図 イチ ズ

		(２)見積書 ミツモリショ

		(３)対象者の認定農業者証の写し タイショウシャ ニンテイ ノウギョウシャ ショウ ウツ

		(４)その他必要な資料 タ ヒツヨウ シリョウ

		※位置図には担い手重点推進地域のエリア及び施行箇所を示すこと イチズ ニナ テ ジュウテン スイシン チイキ オヨ セコウ カショ シメ





23-2-1





		　　　　年度土地改良区体制強化事業実績報告書 ネンド トチ カイリョウ ク タイセイ キョウカ ジギョウ ジッセキ ホウコクショ

		（受益農地管理強化対策及び換地等技術向上研修） ジュエキ ノウチ カンリ キョウカ タイサク オヨ カンチトウ ギジュツ コウジョウ ケンシュウ



																																																																				岐阜県土地改良事業団体連合会 ギフ ケン トチ カイリョウ ジギョウ ダンタイ レンゴウカイ



		１　受益農地管理強化対策 ジュエキ ノウチ カンリ キョウカ タイサク

		（１）換地選定に関する指導 カンチ センテイ カン シドウ



								項目 コウモク						合計 ゴウケイ								一般指導地区（内訳） イッパン シドウ チク ウチワケ																								重点指導地区（内訳） ジュウテン シドウ チク ウチワケ

																						土地改良区等 トチ カイリョウク トウ						市町村 シチョウソン						その他 タ						小計 ショウケイ						土地改良区等 トチ カイリョウク トウ						市町村 シチョウソン						その他 タ						小計 ショウケイ

		指導地区数 シドウ チク スウ

		指導日数 シドウ ニッスウ



		（２）換地処分未了地区等の解消に関する指導 カンチ ショブン ミリョウ チク トウ カイショウ カン シドウ



		指導地区数 シドウ チク スウ														内訳 ウチワケ

																前年度末現在で補助が打ち切られている地区数 ゼンネンドマツ ゲンザイ ホジョ ウ キ チク スウ																本年度末で補助が打ち切られた地区数 ホンネンド マツ ホジョ ウ キ チク スウ																換地処分未了地区等となるおそれのある地区数 カンチ ショブン ミリョウ チク トウ チク スウ



										（ 　 ）														（ 　 ）																（ 　 ）																（ 　 ）

										（ 　 ）																																														（ 　 ）

		区分 クブン						指導換地区名 シドウ カン チクメイ												指導対象団体名 シドウ タイショウ ダンタイメイ														指導の概要 シドウ ガイヨウ																														指導日数 シドウ ニッスウ







		※別紙様式第10号の換地処分未了地区等指導台帳を添付すること。 ベッシ ヨウシキ ダイ ゴウ ミリョウ チク トウ



		（３）財産管理制度活用に関する指導 ザイサン カンリ セイド カツヨウ カン シドウ



				ア　普及・啓発活動 フキュウ ケイハツ カツドウ

						対象地区名 タイショウ チクメイ										対象団体名 タイショウ ダンタイメイ										普及・啓発活動の概要 フキュウ ケイハツ カツドウ ガイヨウ																																		活動日数 カツドウ ニッスウ





				イ　制度活用指導 セイド カツヨウ シドウ

						指導地区名 シドウ チクメイ										指導団体名 シドウ ダンタイメイ										指導の概要 シドウ ガイヨウ																																		指導日数 シドウ ニッスウ







		（４）交換分合等による農用地の利用集積に関する指導 コウカン ブンゴウ トウ ノウヨウチ リヨウ シュウセキ カン シドウ

		　 ア　交換分合推進対策 コウカン ブンゴウ スイシン タイサク

		  　 交換分合を実施又は予定している事業主体等に対する助言・指導 コウカン ブンゴウ ジッシ マタ ヨテイ ジギョウ シュタイ トウ タイ ジョゲン シドウ

						対象地区名 タイショウ チクメイ										対象団体名 タイショウ ダンタイメイ										助言・指導の概要 ジョゲン シドウ ガイヨウ																																		助言・指導日数 ジョゲン シドウ ニッスウ

















































































































































































































































23-2 -2

				イ　農用地利用集積推進対策 ノウヨウチ リヨウ シュウセキ スイシン タイサク

				（ア）本年度指導地区の実績 ホンネンド シドウ チク ジッセキ

						推進会議開催回数 スイシン カイギ カイサイ カイスウ																換地専門指導員数 カンチ センモン シドウイン スウ																指導地区数 シドウ チク スウ



						指導地区名 シドウ チクメイ																指導の概要 シドウ ガイヨウ																																				指導日数 シドウ ニッスウ						実施年/指導計画年 ジッシ ネン シドウ ケイカク ネン









				（イ）本年度指導終了地区の集計表 ホンネンド シドウ シュウリョウ チク シュウケイヒョウ



																						地区数 チク スウ						地区の農地面積（ha） チク ノウチ メンセキ								担い手の
農地面積
（ha） ニナ テ ノウチ メンセキ												担い手の
農地集積率
（％） ニナ テ ノウチ シュウセキ リツ												農家戸数 ノウカ コスウ				担い手数 ニナ テ スウ





						基盤整備事業実施前 キバン セイビ ジギョウ ジッシマエ

						基盤整備事業実施後 キバン セイビ ジギョウ ジッシゴ

						本対策実施前 ホンタイサク ジッシマエ

						本対策実施後 ホンタイサク ジッシゴ

						※別紙様式第１１号の農用地利用集積推進対策地区調書を添付すること。 ベッシ ヨウシキ ダイ ゴウ ノウヨウチ



		２　換地等技術向上研修 カンチトウ ギジュツ コウジョウ ケンシュウ

				（１）換地事務に関する研修 カンチ ジム カン ケンシュウ

						ア　換地技術者の把握 カンチ ギジュツシャ ハアク



																				地方連合会 チホウ レンゴウカイ								土地改良区等 トチ カイリョウク トウ								都道府県・市町村 トドウフケン シチョウソン								換地業者等 カンチ ギョウシャ トウ								その他 タ								計 ケイ

						土地改良換地士 トチ カイリョウ カンチシ

						一般換地技術者 イッパン カンチ ギジュツシャ														3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ				3年未満 ネン ミマン				3年以上 ネン イジョウ





						イ　翌年度の換地事務量等及び換地事務量等の見通し ヨクネンド カンチ ジム リョウ トウ オヨ カンチ ジムリョウ トウ ミトオ

						　　別紙様式第２８号の換地処理見込表を添付すること。 ベッシ ヨウシキ ダイ ゴウ カンチ ショリ ミコミヒョウ テンプ



				　ウ　各種研修実績 カクシュ ケンシュウ ジッセキ



												項目 コウモク						実施の有無 ジッシ ウム				開催回数 カイサイ カイスウ				延べ開催日数 ノ カイサイ ニッスウ				受講者数（内訳） ジュコウシャ スウ ウチワケ																																うち換地技術者等数 カンチ ギジュツ シャ トウ スウ

																														地方連合会 チホウ レンゴウカイ				市町村 シチョウソン				土地改良区等 トチ カイリョウク トウ				換地委員（準備委員） カンチ イイン ジュンビ イイン				事業推進委員 ジギョウ スイシン イイン				土地改良区等役員 トチ カイリョウク トウヤクイン				その他 タ				合計 ゴウケイ				土地改良換地士 トチ カイリョウ カンチシ				一般換地技術者 イッパン カンチ ギジュツ シャ





						新規担当者研修 シンキ タントウシャ ケンシュウ

						換地計画実務研修 カンチ ケイカク ジツム ケンシュウ

						換地委員等実務研修 カンチ イイン トウ ジツム ケンシュウ

						合計 ゴウケイ



				（２）交換分合に関する研修 コウカン ブンゴウ カン ケンシュウ

				　		交換分合実務研修及び講習の計画 コウカン ブンゴウ ジツム ケンシュウ オヨ コウシュウ ケイカク

						区分 クブン						開催日数 カイサイ ニッスウ								受講者数（内訳） ジュコウシャ スウ ウチワケ

																				農業委員会 ノウギョウ イインカイ										土地改良区等 トチ カイリョウク トウ										市町村 シチョウソン										その他 タ										合計 ゴウケイ

						研修 ケンシュウ

						講習 コウシュウ







































































































































































































































別記付表１



						別記付表 ベッキ フヒョウ

																		　　　　年度　換地処分未了地区等指導台帳 ネンド ヘイネンド カンチ ショブン ミリョウ チク トウ シドウ ダイチョウ																						岐阜県土地改良事業団体連合会 ギフケン トチ カイリョウ ジギョウ ダンタイ レンゴウカイ

																																								年　　月　　日 ネン ツキ ニチ

						一元化前後等の別： イチゲンカ ゼンゴ トウ ベツ						区分： クブン

						都道府
県名 ト フ ケンメイ メイ		関係
市町村名		地区名 チクメイ		事業主体名		事業主体別 コト ギョウ シュタイ ベツ		工期						換地費の補助の最終年度 カンチ ヒ サイシュウ		地区面積		換地区名		換地区
面積		関係権利者数(名）		換地処分未了理由 ミリョウ		未了理由番号 ミリョウ リユウ		今後の処理方針		換地処分見込年度 ミコミ ネンド		備       考

																（年度） ネンド								(ha)

																		～



						換地業務主体 カンチ ギョウム シュタイ										事業計画上の換地処分予定年度 ジギョウ ケイカクジョウ カンチ ショブン ヨテイ ネンド										     年度 ネンド ド				活　動　実　績　・　活　動　計　画　等 カツ ドウ ジツ イサオ カツ ドウ ケイ ガ トウ

						換　地　処　分　推　進　体　制 カン チ トコロ ブン スイ ススム カラダ セイ																								前年度まで ゼンネンド				本年度 ホンネンド				翌年度以降 ヨクネンド イコウ

























						未　了　の　原　因　及　び　現　状　（　経　緯　を　含　む　） ミ リョウ ハラ イン オヨ ウツツ ジョウ キョウ イ フク																												　　　　　　　　　　受　益　農　地　管　理　強　化　委　員　会　の　指　導　方　針 ウケ エキ ノウ チ カン リ キョウ カ イ イン カイ ユビ シルベ ホウ ハリ



																														　















																																		　　　　　　　　換　地　専　門　指　導　員　の　指　導　状　況　等 カン チ アツシ モン ユビ シルベ イン ユビ シルベ ジョウ キョウ ナド
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別記付表２

		 （記載要領）

		１ 各個別地区の換地処分未了解消計画について具体的に記載すること。

		２ １換地区１葉とすること。

		３「一元化前後等の別」欄には、「一元化後」、「一元化前」、「耕地整理事業」の別を記載すること。

		４「区分」欄には、換地処分が未了である地区は「１」と、換地処分が未了となるおそれのある地区は「２」と記載すること。

		５「事業主体名」欄には、○○県（道、府）、○○市（町、村）、○○農協、共同施行等、具体的に記載すること。

		６「事業主体別」欄には、県営事業は「１」と、県営事業以外は「２」と記載すること。

		７「工期」欄は、事業計画書において、換地処分が終了するまでの期間を記載すること。

		８「換地費の補助の最終年度」欄には、換地費の補助の最終年度を、昭和60年度の場合には「S60」、平成28年度の場合には「H28」、令和10年度の場合は「R10」と半角で記載すること レイワ ネン ド バアイ

		　とし、換地費の補助を受けていない場合は「非補助」と記載すること。

		　　なお、「換地業務指導等要領（昭和62年11月２日付け62構改Ｂ第1167号農林水産省構造改善局長通知）」の「６　換地業務に係る補助の取扱い」において、「換地業務の遅延理由が

		　別表に掲げるものに該当するものにあっては、工事完了年度の翌々年度の換地費についても補助することができる」と規定されているので、「工期」の完了年度と「換地費の補助が打

		　ち切られた年度」が異なる場合もあるので注意すること。

		　また、換地費の繰り越しがあった場合は、繰り越された年度まで換地費の補助があったものとして整理すること。

		９「換地処分未了理由」欄には、具体的かつ簡潔に理由を記載すること。

		10「未了理由番号」欄には、下表から該当する番号を記載することとし、理由が複数ある場合は、影響がある順に３つまで記載すること。（例、「２」、「７②」など）



		未了理由番号 ミリョウ リユウ バンゴウ		未了理由 ミリョウ リユウ		内容 ナイヨウ		未了理由番号 ミリョウ リユウ バンゴウ		未了理由 ミリョウ リユウ		内容 ナイヨウ

		1		換地計画原案等に対する不満		一時利用地の指定を除く権利者会議
の不備 フビ		2		一時利用地の指定に対する不満		一時利用地の指定に対する不満

		3		工事の施工に対する不満		工事の施工に対する不満		4		換地計画に対する不同意		換地計画に対する不同意

		5		換地計画書に対する異議申立て等		公告及び縦覧された換地計画に対す
る異議申立て又は異議の申出（法律
に基づくもの）並びに訴訟		6		一時利用地の指定に対する審査請求		一時利用地の指定に対する審査請求（法律に基づくもの）及び訴訟

		7①		換地業務の遅延		選定調整		7②		換地業務の遅延		相続登記、分筆登記の遅れ

		7③				国公有地払い下げ処理（廃川敷地
の払い下げを含む）		7④				国公有地の地区編入

		7⑤				市町村界、字界変更手続き		7⑥				境界確定、地図訂正（業務の流れ）

		7⑦				境界紛争が生じている		7⑧				清算金の調整

		7⑨				業務体制の不備		7⑩		確定測量の遅れ		非農用地に関する調整の遅れ（同
意取得の遅れ）

		7⑪				その他 タ		8		他事業の工事等の遅れ		河川・道路工事等の調整の遅れ

		9		計画変更に伴う遅れ		計画変更に伴う遅れ		10		確定測量の遅れ

		11		その他 タ		予算の不足、災害等



		11「今後の処理方針」欄には、当該地区の換地処分が未了となる原因を解決するための方針等を、具体的に記載すること。

		12「換地処分見込年度」欄には、例えば平成30年度中ならば「H30」と具体的な年度を記載することとし、見込みが立たない場合は「未定」と記載すること。

		13「備考」欄には、当該地区が換地区を設けている場合には、当該地区内の他換地区との重複三条資格者数や、換地処分が未了である換地区を含めた全換地区数等を記載すること。
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